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建設機材レンタルの
パイオニア企業の船出
－当社は、１９６０年（昭和３５年）１１月
に建設機材等のレンタルを行う
「西日本建設資材株式会社」とし
て設立されました。
当時は、ほとんどの建設業者は
事業に必要な建設機械や資材の手
持ちが多く、他の業者から「借り
て」仕事をすること等、考えられ
ないような時代でした。このよう
な社会環境の中、当社の初代山下
隆社長は「近い将来、必ずレンタ
ル＆リース（当時は賃貸業）の時代
が来る」と建設業界への参加を呼
び掛け、２００社近くの建設業者の
出資で会社を起業されました。
私は創業４年目の６４年（昭和３９
年）に入社しましたが、その頃は
まだ建設機材を他社から借りて仕
事をする等馴染みがなく、普及に
は時間が掛かりました。
７３年（昭和４８年）の「第１次オイ
ルショック」、そして７８年（昭和５３
年）には「第２次オイルショック」
と２度にわたるオイルショックに
依る不況の風が吹き荒れました。
このような経済の不安定、そして
将来性の不透明から次第にレンタ
ルのメリットを理解頂けるように
なったのです。
その後も、経済の安定成長とと
もに建設投資額も増加する等、建

機レンタル事業に追い風の状況が
続いたものの、９０年（平成２年）の
バブル崩壊をきっかけとして、当
社の経営スタンスにも転機が訪れ
ました。

企業とはゴールの無い
マラソンランナー
－建設事業の投資額は、９２年（平
成４年）の８４兆円をピークに年々
減少。その流れは次第に強まって
きました。
私たちは「企業とはゴールの無
いマラソンランナーである」とい
う理念のもと、常に走り続けなけ
ればなりません。止まったら倒産
するのです。走り続けるには「時
代認識」すなわち「環境社会適応
業」でなければ企業の継続は出来
ません。その為には「今、何が起
きているか」「今、何が大切か」
「我々は何をすべきか」を問い、
みんなで考えた「未来ビジョン」
が“建設ＶＳ福祉、環境、食”だっ
たのです。
９８年（平成１０年）に私が社長に
就任すると、翌９９年（平成１１年）に
は福祉事業部を設置し福祉分野
（福祉用具のレンタル・販売）に参
入。２年後の０１年（平成１３年）には、
それまでの「株式会社西建」とい
う社名を「株式会社ニシケン」に
変更しました。これは、ニシケン
の「ケン」が、建設の「ケン」と
健康の「ケン」を兼ねるとの考えか
ら、カタカナ表記にしたものです。
その後０３年（平成１５年）には環
境分野へ参入。そして０６年（平成

１８年）に「食」への参入として、ア
グリ事業をスタートさせています。

高齢者が働きやすい環境を
目指して
－当社が取り組んでいるアグリ事
業は、野菜を安定的に収穫出来る
植物工場です。この事業を始めた
理由は、地球温暖化の進行によっ
て今までのように農作物が安定し
て育つ時代に変化が来るかもしれ
ないという危惧と、空気中の環境
汚染の問題も考えた上で、今日の
高齢化社会の進展に伴う農業生産
者の高齢化の問題を解決、更には
高齢者の雇用創出に貢献したいと
いう考えから取り組んでおり、軽
作業で高齢者でも働ける植物工場
を目指しています。
こうして参入したアグリ事業で
したが、当初から順調だった訳で
はなく、試行錯誤の繰り返しに
よって、現在の安心・安全（無農
薬）・安定生産を可能としていま
す。また、当社が販売用として取
り扱っているプラントは、２００～
５００坪の中規模タイプとレストラ
ンの駐車場に設置できるユニット
式タイプまで様々な規模があり、
栽培する場所に応じたプラントを
活用することで、どこでも新鮮な
野菜を生産することが可能です。
また、季節や天候に収穫が左右
されないだけでなく、多段式栽培
を採用することで平面栽培に比べ
て収穫量も４～５倍増加しており、
更に完全な人工光型の採用によっ
て、場所の制限もなく約４５日間で

株式会社 ニシケン
代表取締役社長

水田 明義氏
■創 業：１９６０年１１月 ■設 立：１９６０年１１月
■所 在 地：福岡県久留米市 ■資 本 金：８億５，７３８万円
■従 業 員：３２０名
■事業内容：建設機材レンタル、福祉用具レンタル、環境商品レンタル、

水耕栽培（野菜）＆プラント販売、ペットショップ事業、
ブルートゥース商品卸他

■事業拠点：福岡県久留米市（本社・営業所）、
佐賀県三養基郡みやき町（総合センター）、
九州７県、中国、関西、関東地区（事業所）
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収穫が可能となっています。
ここで生産された野菜は「ベジ
クイーン」ブランドとして出荷し
ており、栄養分が豊富な事に加え
て日持ちも良いことから、お客様
に大変好評を頂いております。

「空気に爪を立てる発想」が
出来る人材に
－当社は、「空気に爪を立てる発
想」を志としています。「新しい
商品、新しいアイデア」等、今ま
で誰も考えなかったようなものを
造りだす発想、これが大事だと考
えています。
当社の社員に望むのは、“お客
様に喜んでもらう為には、こうい
う商品やサービスがあったらいい
な”と常に思いを巡らすこと、つ
まり「顧客第一主義」の徹底です。
「お客様は太陽であり、我々は地
球である。太陽は自分に向かって
来るものだけを照らす。」という
当社のモットーを常に意識しなが
ら、お客様目線を忘れることなく
業務に取り組んで欲しいと思って
います。
その一例として、ペット事業へ
の参入があります。高齢化社会の

進展により、一人暮らしのお年寄
りの増加が見込まれることから、
ペットに話しかけるなど愛情を注
ぐことを通じて「癒し」を求める
ニーズの高まりが予想されます。
そこでアグリ事業と同様に、高齢
者の方々に喜んで頂きたいとの思
いから、０６年（平成１８年）に参入し
ています。

報恩感謝の精神で社会に貢献
－当社は、昨年４月に関西市場を
中心に１つの工場と３つの営業所
を持つ大阪支社を開設し、今年は
１月より東京支社を開設致しまし
た。これからも私たちは「現地、
現場主義、自己革新と自己成長を
基本として“衆心城を成す”経営
集団を目指す！」社員として、ニ
シケンブランドの拡大に努め、報
恩感謝の精神で社会に貢献してい
きたいと考えています。
引き続き、従来の事業内容にと
らわれることなく、お客様のニー
ズに合わせた事業展開や新商品・
新技術のご提案に注力していくこ
とで、創業以来変わらぬ「顧客第
一主義」の姿勢を守り抜いていく
所存です。

福岡銀行
取締役頭取 谷 正明

半世紀以上の歴史を誇る建設
機材のレンタル事業の展開とと
もに、福祉・環境・食分野にい
ち早く注目され、環境社会適応
型企業を目指し他社に先駆けて
事業に参入される等、その時代
を見通す先見性と行動力には大
変驚かされました。今後も、創
業以来守り続けておられる「顧
客第一主義」のもと、地元九州
と関西、関東地区を結ぶネット
ワークの構築に注力され、益々
ご発展されることを期待してお
ります。

工場見学の様子 工場で育つレッドリーフ 新たに取り組んでいるゴーヤの水耕栽培

包装工程で働く方々 ユニット式植物工場内部の様子 ＮＫ式ミニ植物工場の前で
左から荒木営業部長、水田社長、谷頭取、
渡邉アグリ事業部長
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黒川温泉の「入湯手形」誕生と
ブランド化
－当社は、熊本県南小国の黒川で
１９６４年（昭和３９年）に私の母と地
元有志により創業したのが始まり
です。当時の黒川は現在のように
知られておらず、近隣の観光地で
ある「瀬の本」の方が有名であっ
た為、名称を「瀬の本観光ホテル」
としました。開業後に、大分県由
布市と熊本県阿蘇市を結ぶ「やま
なみハイウェイ」が開通し、近接
する黒川温泉は団体観光客で活況
となりました。しかし、そのブー
ムも２度にわたるオイルショック
の影響もあって次第に客足も遠の
き、賑わいも薄れていったのです。
８５年（昭和６０年）、私が４７歳の時
に黒川温泉の改革を目指し、黒川
温泉観光旅館協同組合の初代組合
長に就任しました。まず、私は他
の旅館経営者と共に国内外の先進
的な観光地を視察、研究する中で、
女性客や個人客の露天風呂人気に
目を付け、黒川温泉にある２４の
旅館やホテルに全て露天風呂を持
つように整備してもらいました。
さらに、組合で各旅館の温泉が
３ヵ所まで利用出来る「入湯手形
（１枚１，２００円）」を発行するよう
にしました。この入湯手形が日帰
り観光客でも温泉巡りを楽しめる

仕掛けとなり、メディアにも頻繁
に取り上げられ黒川温泉の人気を
高めるきっかけとなりました。こ
の「入湯手形」は、２００２年（平成１４
年）のピーク時には２１万枚を販売
しています。
また、私は旅館経営者だけでな
く地元地域の方々と「黒川温泉に
ある風情を大切にしたい」という
想いを共有する為に意見交換を重
ねました。その結果、地域全体の
協力によって、黒川の山間の美し
い自然をより効果的に反映させる
よう街中に広葉樹の自然木を植え
たり、旅館や民家等の街並みの統
一感を図ったことで、全国的なブ
ランドとして今日の「黒川温泉」
が誕生したのです。

和風モダンの館内と竹林の幻想的
な温泉で上質のくつろぎを提供
－「瀬の本観光ホテル」は８９年（平
成元年）に新館を増築、００年（平
成１２年）には旅館名を現在の名称

ゆう さい

「湯峡の響き優彩」に改称し、２
年を掛けて全館全面改装を行いま
した。現在、客室数は５５室あり、
設計には私の弟が当たり、「和風
モダン」を建物のコンセプトとし
て、玄関のアプローチからロビー、
庭園、客室、お風呂の内装に至る
まで、現代的な和のテイストを感
じられる造りとしています。エン
トランスに並ぶ灯籠や花器、ロ
ビーに配置したオーダーメイドの
椅子等随所に設置されたインテリ
アには、国内の芸術家によるこだ
わりの作品を採用することで、
アート感覚の演出も行いました。
また、「何もかも忘れて、非日
常の世界で上質のくつろぎを」を

モットーに、ワンランク上の温泉
宿としてふさわしいサービスの提
供に努めています。お風呂はすべ
て敷地内から湧出する源泉１００％
掛け流しで、神経痛や筋肉痛、切
り傷等への効能があります。館内

ゆ ば

には「まほろばの湯場」という大
浴場２つ、露天風呂１つから成る
宿泊者様専用のお風呂を設置して
いますが、この中で特に人気が高
いのが大浴場「竹林の湯」です。
ほの暗い照明の中に１００本以上の
竹林が照らし出され、幻想的な雰
囲気が好評です。時間帯によって
男湯、女湯の入れ替えも行ってお
り、温泉に浸かりながら、異なる
黒川の景観を楽しむことが出来ま
す。このほか、阿蘇の赤牛や熊本
県産の黒豚等、地元の旬の厳選素
材による「地産地消」にこだわっ
た料理や全従業員の笑顔とおもて
なしの心でお客様をお迎えしてお
ります。お陰様で、リピーターが
大変多く客室稼働率は９割を超え
る状態で、インターネットの旅行
サイトでも多数お褒めの言葉を頂
いたり、ある大手旅行会社では当
旅館単独の旅行パンフレットも作
成頂く等、高く評価されております。

お客様、従業員、地域にとって
「優しい企業」を目指す
－当社では、お客様に対してはも
ちろんのこと、従業員や地域に対
しても「優しい企業」、つまり愛
される企業となるよう努力してお
ります。
従業員の接客力向上の為に、社
内ではマナー等の勉強会を開催し
ているほか、社外では業界団体等
が開催する研修会等に積極的に参

株式会社 瀬の本観光ホテル
代表取締役

高島 淳一氏
■創 業：１９６４年１１月 ■設 立：１９６４年１１月
■所 在 地：熊本県阿蘇郡南小国町 ■資 本 金：２，５００万円
■従 業 員：７２名
■事業内容：ホテル・旅館業
■事業拠点：熊本県阿蘇郡南小国町（本社）
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加しています。また、接客マニュ
アルだけに頼らず、それぞれの持
ち場でお客様に喜んで頂けること
は何かを、実際に接客する中で見
て、考え、行動するよう指導して
きました。このように、お客様満
足の原点であるおもてなしを充実
させることにより、満足を超えて
「感動」を提供したいと考えてい
ます。その為には常に従業員が優
しい笑顔でいられる環境作りが必
要です。したがって、居心地の良
い、やる気の出る企業となるよう
に、朝礼だけでなく様々な場面で
全従業員とコミュニケーションを
取り、風通しの良い組織作りに努
めています。当社はこれまで黒川
温泉の一組合員として他の旅館と
協力しながら、様々な取り組みを
通じて地域の活性化に努めて参り
ました。これからも、地域社会に
必要とされ住民に愛される企業を
目指します。

九州新幹線への期待と
黒川温泉全体への貢献
－観光経済新聞社が毎年発表する
「にっぽんの温泉１００選」では、旅
行会社が「雰囲気」「知名度」「泉

質」「施設の完備等」の項目別に
国内の有名な温泉地をランク付け
しています。毎年、黒川温泉は高
い評価を頂いていますが、１０年
（平成２２年）のランキングでは総
合順位４位、中でも「雰囲気」の
項目では全国１位に輝きました。
これもひとえにお客様に地域を育
てて頂いたお陰だと感謝しており
ます。
また、今年３月には九州新幹
線・鹿児島ルートが全線開通しま
した。これにより九州だけでなく、
関西地方のお客様にも黒川温泉を
訪れて頂く機会が増えるのではな
いかと期待を寄せております。そ
の際には、当旅館が誇る質の高い
おもてなしを、より多くのお客様
に提供したいと考えております。
これからも、地域住民の方々との
協力関係を深め、黒川温泉全体で
熊本県の観光活性化に貢献して参
りたいと存じます。また、九州新
幹線の全線開通は九州全体の景気
浮揚に大きな起爆剤になるものと
期待しております。私共も、横軸
の魅力を発信して、おもてなしを
線、面で徹底したいと思っており
ます。

熊本ファミリー銀行
取締役頭取 林 謙治

高島社長は自社の経営に手腕
を発揮されただけでなく、「入
湯手形」の発行や黒川温泉の地
域住民と一体となった取り組み
等を重ねられたことにより、全
国屈指の温泉地として評価され
るまでになられたのではないで
しょうか。また、ここまで黒川
温泉が脚光を浴びるまでに至っ
た陰には、高島社長の並々なら
ぬご努力があったものと推察致
します。これからも、地域と共
に御社が益々発展されますこと
を祈念致します。

渓流の湯 「湯峡の響き優彩」正面玄関 竹林の湯

本館入口アプローチ 別館「灯小路特別室」テラス 左から林頭取、高島社長、松岡営業部長、神永支店長
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島原半島初の総合結婚式場
－当社は、１８８７年（明治２０年）に
「石川屋旅館」の名称で、長崎県
で初めて許認可を取得した旅館と
して創業しました。
昭和４０年代になると、結婚式
のスタイルにも変化が見られるよ
うになり、それまで主流だった自
宅や公民館での挙式から、旅館や
ホテルでの挙式が増え始めました。
当社は１９７４年（昭和４９年）、現在の
場所で島原半島初となる専門の総
合結婚式場を建設し、８０年（昭和
５５年）の最盛期には、年間２５０組
もの結婚式のお手伝いをさせて頂
きました。
バブル期になり、島原半島でも
結婚式場が新たに建設され始める
と、地元老舗ホテルも多額の投資
で改装を行う等競争が激化し、当
社での結婚式数は年々減少してい
きました。しかし、私の父である
当時の社長（現会長）の考えから、
８７年（昭和６２年）の改装の際は、
小規模な投資に抑え地道な営業に
努めました。
私が当社へ入社したのは、改装

を行った１年後の８８年（昭和６３年）
です。当社に入社する前は、東京

の結婚式場に勤め、当時最先端の
スタイルを取り入れた煌びやかな
結婚式に携わっていた為、当社の
スタイルは非常に古く、全く洗練
されていない様に映りました。そ
こで、東京で培った最先端の経験
をもとに改革に着手し、その結果、
年間５０組までに落ち込んでいた
結婚式数は、１２０組に回復するに
至りました。
しかしながら、軌道に乗り始め
た頃に発生したのが、９１年（平成
３年）６月の普賢岳噴火です。そ
の影響により、しばらくの間結婚
式の予約がキャンセルとなる等、
当社も大きな打撃を受けました。
また父が地元の消防団の団長で
あったことから、火砕流発生後は
消防団の仕事で時間を割かれ、私
が当社の責任者として運営して行
くこととなり、大きなターニング
ポイントとなりました。

ニューヨーク（ＮＹ）スタイルの
ブライダル
－回復に向けた新たな取り組みを
模索していた中、２００１年（平成１３
年）東京で開催されたブライダル
産業フェアで聞いたセミナーが契
機となり、インパクトと安らぎを
テーマとした「ニューヨーク（ＮＹ）
スタイル」という新たなコンセプ
トに辿り着きました。
そして、ＮＹスタイルを実践す
る為、以前から予定していた改装
計画を一から作り直すことを決意
しました。既にＮＹスタイルを取

り入れている他の式場へ社員全員
で視察を行うなど具体的なイメー
ジを固め、０１年（平成１３年）「ザ・
ブライアント」を、０４年（平成１６
年）には１階ホール「ロイヤルト
ン」をリニューアルオープンしま
した。このウエディングホールで
は、ＮＹで流行しているシンプル
モダンなスタイルを取り入れ、現
地で厳選して買い付けた備品を使
用しています。
更に当社では、写真や資料では
決して伝わってこない、最先端の
雰囲気、音響、匂い等を感じても
らう為、毎年スタッフとともにＮ
Ｙ視察を行っています。
当社のウエディングプランナー
はこの視察等を通じて、お客様の
ニーズに瞬時に気付き対応出来る
ようセンスに磨きを掛け、きめ細
やかな提案やサービスに繋げてい
ます。そして、新郎新婦の想いが
込もったスタイリッシュでオリジ
ナリティのあるウエディングを実
現させています。
私が社長に就任した後の０７年

（平成１９年）には当社２号店「グ
レートダイニング城見」をオープ
ン、１０年（平成２２年）には私の念願
だった島原半島内で初となる独立
型屋外チャペル「セントクロス
ビー」を新設する等、現在も充実
した経営基盤の強化に取り組んで
います。

「想像を超える」最強のスタッフ
－当社スタッフは新郎新婦と一緒

株式会社 ウエディング石川
代表取締役社長

石川 景士氏
■創 業：１８８７年 ■設 立：１９９１年１０月
■所 在 地：長崎県南島原市 ■資 本 金：１，０００万円
■従 業 員：４０名
■事業内容：結婚式場
■事業拠点：長崎県南島原市（本社・結婚式場）、島原市（レストラン）
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になって、心からウエディングの
成功を考え準備しており、披露宴
の中で主役である新郎新婦からお
礼のお言葉を頂戴することもあり
ます。料理に関しましても、「和
の鉄人」と呼ばれる著名な料理人
の弟子である総料理長を中心に、
作り置きを一切せず最高の状態で
召し上がって頂くことを第一に考
えてご提供しています。このよう
に彼ら「最強のスタッフ」が当社
の一番の財産であると自負してお
ります。
当社は、「想像を超える」とい
う経営理念を掲げています。現在、
年間１６０組から１８０組のウエディ
ングのお手伝いをさせて頂いてお
り、他にも法事や結納、各種会合
等、様々な形で地域の多くの方々
にご利用頂いています。そこで、
何度もお見え頂いているお客様に
も飽きられることがないよう、常
にお客様の「想像を超える」最高
のおもてなしを行いたいという思
いを込めています。
また、スタッフも自分で限界を
作らず、自分自身の「想像を超え

る」ことを目指して欲しいといっ
た願いもあります。

「島原スタイル」の
ウエディングを展開
－当社では現在、「グレートダイ
ニング城見」でのウエディング事
業確立に取り組むとともに、１階
ホール「ロイヤルトン」の改装を
行う予定である等、お客様に満足
して頂く為の取り組みにも注力し
ています。
将来的には現在の「ＮＹスタイ
ル」を、スタッフとともにどこに
も負けない「島原スタイル」の結
婚式へと進化させ、更なる人材育
成に励み地固めをしっかりと行う
ことで、他の地域でも勝負したい
と考えています。
結婚式がお二人にとって結婚生
活の最高のスタートの日となるこ
とを目指し、飽きのこない魂の込
もった結婚式を開発し続け、ご来
場頂く全てのお客様の想像を超え
ることが出来るよう、努力して参
ります。

親和銀行
取締役頭取 鬼木 和夫

「想像を超える」という経営
理念のもと、「ニューヨークス
タイル」を実践する為に、チャ
ペルの新設やホールの改装に留
まらず、人材育成の観点からも
実際にニューヨークへ視察に行
かれ、現地で買い付けた備品を
使用される等、「お客様へ常に
最高のおもてなしを提供した
い」という強い思いが伝わって
きました。
これからも、「島原スタイル」
のウエディングの実現に向け、
益々成長されますことを祈念致
します。

セントクロスビー外観 セントクロスビー内観 ザ・ブライアント内観

ザ・ブライアントでの説明 ザ・ブライアント バーカウンター前
での懇談風景

引出物の説明 左から田野支店長、石川社長、
鬼木頭取
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中国ビジネスの新潮流
～第二ステージにおける戦略～

九州大学大学院教授

丹羽 由一

昨年は中国に明け中国に暮れた一年でした。

しかし、これからは振り回されるだけではなく、

むしろこの世界第２位の経済大国となった隣国

をどう利用するかという視点が必要です。巨大

なマーケットを前に各社各様の工夫が求められ

ているのです。

最近では、中国ビジネスに関する多くの情報

が行きわたり、一般認識はかなり浸透してきま

した。関連する書籍が数多く出版され、この連

載でも「世界の工場」「ボリュームゾーン」「人

民元の国際化」「不透明な規制」等についてご

紹介してきましたが、実は中国はステレオタイ

プな既成概念だけで説明出来るものではありま

せん。「百人集まれば百の中国観がある」と言

われるように、中国は地域や階層によって制度、

価値観が大きく異なり、まさに一言では語れな

い多様性に満ちています。

従ってビジネスの分野においても、特に「定

石」があるわけではなく、事業の種類や性格に

よって様々な戦略が必要とされます。以下では

第二ステージに入りつつある中国市場や中国企

業に照準を合わせ、新たな中国ビジネスの可能

性を一緒に考えてみましょう。

中国の富裕層をターゲットに

「今や日本よりも中国の方が金持ちが多い」と

いうことは、ほぼ常識になりましたが、実際に

どのくらい富裕層がいるのでしょうか。ボスト

ンコンサルティンググループが発表した『グ

ローバルウエルスレポート』によると、２００９年

末時点の中国の富裕層は６７万世帯（除く香港・

マカオ）で、２年前の０７年に比べて７０％増えた

とのことです（表１）。

そもそも富裕層とは１００万ドル（約８，３００万円）

以上の金融資産を保有する個人を指し、これに

住宅や土地は含まれません。中国はアジア太平

洋地域で日本に次いで富裕層が多く、その数は

世界全体の４％、平均資産は５１０万ドル（約４億

２，３３０万円）に達しています。国別に富裕世帯数

のランキングをみると、中国はこのところ年

３０％のペースで増加を続け、０８年には英国とド

イツを抜いて世界第３位に浮上しました。更に

メリルリンチの調査によれば、３，０００万ドル（約

寄稿

順位 国名 ２００７年末 ２００８年末 ２００９年末

１ 米国 ４８８ ３９８ ４７１

２ 日本 ９０ １０９ １２３

３ 中国 ３９ ４２ ６７

４ 英国 ６７ ３７ ４８

５ ドイツ ４２ ３７ ４３

・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・

世界計 １，０７０ ９８２ １，１２０

１９７７年 東京大学経済学部卒
日本開発銀行入行。

ハーバード大学客員研究員、大蔵省シニアエコノミスト、
日本経済研究所総務部長、日本政策投資銀行シンガポー
ル首席代表、えひめ地域政策研究センター常務理事を経
て２００８年より九州大学大学院教授。著書に「アジアの経
営・財務戦略３０講」（晃洋書房）ほか。

表１．世界の富裕層人口 （万世帯）

（出所）Boston Consulting「Global Wealth Report」
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２４億９，０００万円）を超える金融資産を保有する

「超富裕層」人口は０８年末時点で６，０３８人と、な

んとアジア太平洋地域で初めて日本（５，３００人）

を上回りトップになっています。

その後も高度成長と株式市場の拡大等を受け

て個人資産は増加を続けており、数年内には中

国の富裕層は１００万世帯、超富裕層は１万人に

達するものとみられます。ボリュームゾーンと

称される中間層の拡大の陰でハイエンドな富裕

層も急増しているのです。

言うまでもなくこの層は、ビジネス戦略上大

変旨味のある顧客で、航空会社のマイレージ会

員のように「囲い込み」が出来れば文字通りの

「上得意」にすることが出来ます。

そこでまず先行したのは金融ビジネスで、メ

リルリンチやスタンダード・チャータード、Ｈ

ＳＢＣ等英米系の金融機関は、これまで先進国

で進めてきた富裕層向けの資産運用や税金対策

サービスを中国でも本格的に展開しつつありま

す。これらの銀行は、従来から香港やシンガポー

ルで華人富裕層を相手とした取引経験が深いこ

とから、中国本土でも違和感なく「金持ち」相

手のサービスが可能なのです。

では、日本の製造業やサービス業にとってビ

ジネスチャンスはあるのでしょうか。幸い中国

でも他のアジア諸国と同様、日本の製品やサー

ビスに対する信頼はかなり高い状況です。日本

企業にとってフォローの風が吹いていることは

間違いなく、あとはマーケティングさえ間違え

なければ十分に成功が見込めます。

もともと日本の企業は、世界一「こだわり」

の強い日本人を相手にしてきた為、高機能な製

品やきめ細かなサービスについては世界一です。

次のステップとしては、これを中国の富裕層に

どのように訴求すれば良いのか、そこには大き

く二つのポイントがあります。

� 日本の商品、サービスをそのまま持ち込む

ボリュームゾーン（中間層）に対しては、全く

新しい発想の生産方式とマーケティングが必要

であることは、以前にお話ししました。しかし

ハイエンド（富裕層）となると、むしろこれまで

日本で成功したやり方を踏襲した方がうまく行

くことが多いのです。中国の富裕層は常に「自

分は一般大衆とは全く異なる」「中国人扱いさ

れたくない」という意識が強く、日本人向けの

製品を勧めたり、日本人と同じように接客する

ことで、顧客満足を得ることが出来ます。台湾、

香港、シンガポールでは以前からこの傾向がみ

られましたが、中国本土でも富裕層については

同様のことが言えます。現に幾つかの企業は、

以下の日本経済新聞記事にみられるように、こ

の路線で中国展開を進めています。

「食品大手、中国生産を拡充」（２００８／７／２６付）

キッコーマン、ヤクルト、味の素、ハウス食

品、明治製菓など食品メーカー大手が相次ぎ中

国で生産を拡充する。高い経済成長を背景に、

高付加価値の日本製食品の需要が高まっている

ことに対応する。例えば、キッコーマンの醤油

は１�３０元（４００円）と中国製品に比べ５倍の価

格で、ヤクルトも１本２元（３０円）とかなり割高

だが、原材料の安全性等から日本製品への信頼

性は高く、割高でも高品質な日本製品を選ぶ傾

向が強まっている。

「資生堂、中国で高利益率」（同９／３付）

資生堂の中国事業は現在収穫期を迎えている。

特徴的なのは利益率の高さで、中国での営業利

益率は１６％超と同社全体の９％を大きく上回る。

主力は百貨店で売る高価格帯の「オプレ」で、

ブランド管理がうまくいっていることが高利益

率の一番の要因だ。

09FFG調査月報 2011年4月



「マツダ、中国にスポーツカー投入－富裕層

獲得」（同９／１２付）

マツダは中国市場に「ロードスター」を富裕

層向けに投入する。中国でも富裕層に人気の高

いスポーツカーの投入でブランド力を高め、中

国事業をテコ入れする。

「大和ハウス、蘇州にマンション－富裕層向

け成長見込む」（２００９／６／１８付）

大和ハウス工業は蘇州で９００戸の分譲マン

ションを開発すると発表した。日本製の建材や

住設機器を使った高級マンションとして富裕層

に売り込む。大連に続く大規模開発で、遮音性

や断熱性を高め、日本製のエアコンやトイレを

採用した。

「ヤマハ、中国でピアノ生産拡大」（同７／７付）

ヤマハは堅調な中国需要に応え、杭州で生産

能力を７割増強する。日本を大きく上回り、同

社の最大生産拠点となる見込み。

「ワタベウェディング、中国婚礼大手と提携」

（同９／２付）

海外挙式最大手のワタベウェディングは中国

大手の重慶金夫人実業と提携し、中国人向けリ

ゾート挙式を発売する。料金は日本と同程度と

高いが、富裕層を中心とした潜在需要は大きい

とみている。

「アデランス、中国進出」（２０１０／４／１４付）

アデランスは今秋から沿岸部を中心に女性向

けかつらの専門店を出店、３年で５０店に広げる。

価格は日本と同程度の数万円と高いが、中国も

富裕層を中心に付け髪やかつらをする女性が増

えている。

このように、事業分野や製品のグレードに

よっては、中国マーケットに日本でのやり方を

そのまま持ち込み、それが成功している例もあ

るということです。中間層向けのグローバルビ

ジネスだけが正解という訳ではありません。

� 徹底したマーケットセグメント

もう一点は、マーケティングにおいても、日

本と同じく徹底したセグメントを行うというこ

とです。日本でも高度成長から安定成長に移行

する過程で、マーケティングが大きく変化しま

した。即ち従来の「スタンダード」から「カス

タム」へ、「皆と同じ」から「自分だけのこだ

わり」へと嗜好が変わったのです。女性雑誌の

編集企画に例をとるなら、それまでの「一般主

婦向け」「一般ＯＬ向け」というコンセプトで

はなく、雑誌ごとに読者層を徹底的に絞り、例

えば「東急田園都市線沿線の賃貸マンションに

一人暮らしの独身キャリアウーマンで年収５００

万円、趣味はスキューバダイビング」という具

合に決め込んで作るやり方です。こんなことを

すればターゲットから外れた層は買ってくれな

いかと思いきや、むしろその「こだわり」が内

容を充実させ、多くの層に訴求することになる

のです。

これは有名な「ジョンソン＆ジョンソンのベ

ビー石鹸」のケースにも当てはまります。発売

した時は、ベビー石鹸など市場規模は小さいと

思われていましたが、このネーミングが図らず

も「肌に優しい」という最強のコピーとなり、

本来のターゲット以外に爆発的に売れたのです。

また最近のアジアンリゾートや高級温泉旅館で

は「お子様連れお断り、全館禁煙」を掲げると

ころもありますが、これも同じ理屈です。特に

富裕層は先述のとおり他人と同じ扱いをされる

ことを嫌います。このようなマーケットでは「万

人向け」は、実は誰にも訴求しないということ

に気づく必要があるのです。

中国の郷鎮企業と校弁企業

中国ビジネスを展開する上では現地の中国企

寄稿
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業との提携が欠かせません。もちろん１００％出

資の現地法人（独資）を設立する場合もあります

が、通常は技術提携やライセンス生産（ロイヤ

ルティ受取）から始まって、現地資本とのジョイ

ントベンチャー（合弁）、更には合併・買収（Ｍ

＆Ａ）という様々なパートナーシップの形態が

あり、それぞれに一長一短があります（表２）。

では提携先の中国企業はどのような性格を

持っているのでしょうか。まず一般的な地場企

業（郷鎮企業）について、その特徴を上海近郊で

実施した調査に基づきご紹介します。

� 経営資源はほとんどが地元

「研究所を設置しているがスタッフは全て中

国人で、海外との連携実績も無い」（Ａ社）

「もともと海外展開をあまり想定せず、あく

まで国内展開が経営の柱である」（Ｂ社）

� 国内販売網に自信

「規格に合致した製品を円滑に供給出来る販

売網を保持している点が当社の強みで、現在

２０省都に１，０００の営業所を持っている」（Ａ社）

「国内３００都市に６００の販売拠点を展開してお

り、年商は３億元に達している」（Ｄ社）

� 価格競争力が強い

「国内市場は熾烈な価格競争が常態化してお

り、これまではブランドよりも価格を重視し

てきた」（Ｃ社）

「外国製品は高品質だが価格も高く、おのず

と当社の製品とは棲み分けが出来ている為、

ＷＴＯ加盟によって輸入が増えても脅威では

ない」（Ｄ社）

� 技術面は立ち遅れ

「国内有力校のＭＢＡ取得者を３０名採用した

が、Ｒ＆Ｄスタッフの補強はない」（Ａ社）

「毎月２回、ドイツの提携先から技術者を派

遣してもらっている」（Ｂ社）

� 経営のスピードが非常に速い

「もともと３年以内にものにならなければ撤

退する計画だった。またうまくいっても７年

で新たな事業にシフトするつもり。設備の耐

用年数も通常５年以下だ」（Ｃ社）

「今の中国の経済成長率からみれば、２年ご

とに倍々ゲームにならなければやっている意

味がない。低成長分野に資金を投下している

のは大赤字と同じことだ」（Ｄ社）

こういった企業の経営者が欲しいものは、ほ

ぼ共通しています。すなわち自分の弱みである

技術や生産ノウハウ、ブランド、きめ細かなサー

メリット デメリット

単独進出
・経営方針、意思決定が自由
・技術情報などが漏洩しにくい

・立ち上げに時間がかかる
・全部自分で問題を処理しなければならない
・事業展開に伴うリスク分散が困難

ライセンス契約
・低リスク（撤退が容易）
・低コスト（出資、設備資金など不要）
・すぐ開始できる

・低収益（ロイヤルティのみ）
・将来の本格展開の障害となる

現地との合弁
・相手の優位性（販売網、対役所交渉）を利用できる
・事業展開に伴うリスクを分散できる

・相手との利害調整が大変
・技術情報などが漏洩しやすい

合併・買収
・経営方針、意思決定がある程度自由
・既存の設備、従業員、販売網を利用可
・すぐ開始できる

・高コスト（買収資金）
・既存の経営陣や企業風土の融合が大変

表２．提携の形態別メリット・デメリット

（出所）講義資料
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教　授� 大　学�

校弁企業�

発明（帰属）�

株式�
ポスト�

株式�
発明�

（現物出資）�

図１．校弁企業設立のスキーム

（出所）講義資料

ビスといったものが、実は喉から手が出るほど

欲しいのです。ちょうどＷＴＯ加盟以降は海外

からの技術提携や合弁の打診が増えており、外

国企業にとっては広大な国内市場に対応した販

売網の構築が高いハードルであることから、こ

れを餌にして技術やブランドを獲得しようとい

うのが本心なのです。従って中国の地場企業と

の合弁は、お互いに利害得失をはっきりとさせ

ておくことが重要です。

次にベンチャーの分野で、中国特有の校弁企

業についてご紹介しましょう。中国では主要な

大学の多くがその傘下に企業群を有し、学内の

研究成果や研究スタッフを自ら産業の場に転用

しています。これらの大学系企業は中国語で「校

弁企業」と称され、もともとは小規模な学内ベ

ンチャーとして発足したものですが、現在では

数千社を数え、うち数十社は株式を上場するま

でに成長しています。

そもそも純粋な学術研究の拠点である大学と、

経済取引による収益を目的とする株式会社とは

互いに相容れないようにも思えますが、一方で

大学はＩＴ、バイオ等いわゆるハイテク分野に

おいて最先端の技術と人材を有する「ベン

チャーの宝庫」でもあります。

特に８０年代以降、大学の研究成果を産業に活

用しようという政策的見地から、校弁企業に各

種の優遇策が施されるようになると、各大学で

ハイテク関連のベンチャー企業設立が相次ぎま

した。これは大学も企業も同じく国家統制の下

にあり、連携を取りやすいという中国ならでは

の事情もありますが、大学側としても「自前の

研究資金を稼ぐ」というインセンティブが大き

く働きました。

企業の形態としては有限公司（株式会社）が大

部分で、大学が直接株式を保有するほか、起業

の元となる技術を開発した教授も株主となり、

かつ役員に就任するケースが多くみられます。

典型的な会社設立のスキームは図１のとおりで、

� 教授等が学内で得た研究成果は「職務発明」

と称され、全て大学に帰属する。

� 発明者はその代償として新設企業の株式と

役員ポストを得る。

� 大学は自己に帰属した発明を現物出資の形

で拠出し、過半の株式を取得する。

� この他、大学は研究者スタッフを出向等の

形で派遣したり、研究所やオフィスを無償

ないし低廉に供与したり、必要に応じて資

金を貸し付けたりする。

以上のプロセスにおいて大学は自ら出資者で

あると同時に、研究成果を事業化するインキュ

ベータとしても機能しており、有形無形の学内

資源を最大限に活用するスキームが出来上がっ

ている訳です。また現物出資や人員出向、施設

貸与等により、スタート時の資金負担を最小限

に抑えている為、事業化に失敗した場合の金銭

的損失は比較的小さく、ベンチャーリスクの軽

減が図られています。

もちろん成功した例も多く、ある程度目途が

立つと学内から卒業し、工場生産や販売網構築

を進め、自前で資金を調達して一人立ちします。

企業形態も小規模な有限公司から股�有限公司

寄稿
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（上場企業）や集団公司（企業集団）へと成長し、

なかには海外に展開してそこでも上場を果たす

企業も幾つか出現しています。産業界における

地位も年々上昇し、海外の同業他社や証券会社

から有望な提携先、投資先として注目を集めて

いるのです。

従って校弁企業との提携は郷鎮企業の場合と

は異なり、国内市場というよりはアジア市場全

体をターゲットにした対等な関係になるケース

が多くみられます。例えば北京大学系の北大方

正というＩＴソフト企業は、本社のほかに上海、

香港、シンガポール、東京などに上場合弁企業

を有し、日本では日本ＩＢＭ、リクルート、毎

日新聞等と共同でビジネスを進めています。

こういった新しい形の提携を「戦略的提携」

と呼ぶことが多くなりましたが、これは現地企

業との合弁というよりは、複数の競合関係にあ

る多国籍企業間で、相互に経営資源を融通し

合ったり、不採算部門を整理し合ったりすると

いう高度な提携関係です。まさに産業のグロー

バル化のなかで必然的に発生したもので、技術

面での補完、リスク分散、共同マーケティング、

生産集約等、企業戦略そのものに関する契約が

含まれます。

中国には以上の他、旧来からの国有企業群も

存在し、主に生産の基幹を担っています。今後

中国でビジネスを展開する為には、このように

様々なタイプの企業のなかから自社の事業分野

や経営戦略にマッチするところを正しく選択す

ることが求められます。

中国の脅威は本物か

中国経済が急速に台頭し始めた９０年代には、

いわゆる「中国脅威論」が議論の的となりまし

た。「このままいったらいずれ日本の輸出はほ

とんどが中国製品に取って代わられる」「もし

中国の１人あたりＧＤＰが１万ドルを超えたら、

世界の資源が枯渇し環境が破壊される」という

見方が出される一方、「いや中国製品は今後と

も安かろう悪かろうの域を出ず、日本製品の市

場は浸食されない」「今は高度成長を続けてい

るが、日本や韓国の例をあげるまでもなくこれ

はいずれ自然に収束する」といった意見もかな

り支持されました。

実際のところはどうなのでしょう。私自身は

やはり中国の経済的脅威は本物であると思いま

す。それには以下のような理由があります。

� コスト競争力の差はなかなか縮まらない。

通常、経済学の教科書では「生産の増加はス

ケールメリットを通じて一人当たり賃金の上昇

をもたらす」「二国間経済において片方が成長

すれば、為替メカニズムを通じてその国の通貨

が上昇して輸出が減少し、両国は新しい均衡点

に達する」ということになっています。しかし

ご存知のように中国ではこれが当てはまりませ

ん。つまり内陸部を中心に依然として３億人の

農民が実質的な失業者として存在しているうえ、

人民元のレートが政治的に低く抑えられている

為、いつまでたってもメイドインチャイナは一

定の価格競争力を保持し続けるのです。もちろ

ん労賃については、昨今ではストライキの多発

等を背景として沿海部を中心にかなり上昇し、

中国政府も今後５年間で所得を倍増する計画を

打ち上げましたが、同時に資本装備率の上昇や、

ベトナム等より人件費の安い周辺国に生産を外

注すること等により、人件費のウエイト自体が

低下し、急激なコストアップには繋がっていま

せん。また人民元レートも、米国等の圧力によ

り切り上げが再開されましたが、その幅はせい

ぜい年間数％程度で、一説には４０％過小評価さ

れていると言われるギャップはなかなか埋まり

ません。つまりこの先中国企業が産業構造の高
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度化に移行する為の「時間稼ぎ」は十分に可能

なのです。

� 想像以上の技術力がある。

中国の技術開発力は侮れません。確かに民間

ベースでは日本企業にまだ比べるべくもありま

せんが、大学と一体になった国家主導のＲ＆Ｄ

は、宇宙開発等世界のトップレベルに達してい

る分野もあります。とにかくその体制が半端で

はありません。例えば北京北西部の中関村エリ

アは７０の大学、２００の研究所、３０万人の研究者

を擁する最先端のハイテク基地で、外資系企業

も２，０００社以上が立地しています。また米国留

学生の呼び戻しの為、北京市の戸籍を与えると

共に、高級マンションの優先取得や高級乗用車

の格安購入、インターネット無料接続等、考え

られる限りの特権を付与しています。この結果

これまでに帰国留学生が興したベンチャーは

２，０００社に上っています。かつて日本が「韓国

に追いつかれることはない」と言っていたのは、

ほんの十数年前のことでした。それが今では追

い抜かれた分野さえ出始めています。中国につ

いても、もはや安易な「棲み分け論」では片づ

けられない段階に入っているのです。

� 人民元は円よりも強い。

通貨の世界でも人民元の強さは際立っていま

す。最近よく話題になるアジア共通通貨につい

ても、中国政府は「アジア共通通貨は人民元で

あり、円ではない」と明言しています。実際に

東南アジアを旅行すれば明らかですが、現地通

貨以外で通用するのは米ドルか人民元で、日本

円はほとんど受取ってもらえません。またマー

ケットでも、危険度を表わすＣＤＳ（クレジッ

トデフォルトスワップ）レートは今や円の方が

人民元より高い状況です。香港では既に流通し

ている通貨の半分近くが人民元になってしまい、

香港ドルはどんどん駆逐されています。ラオス

やミャンマーでもタイバーツに代わり人民元が

幅を利かせています。このような状況はアジア

の大半が「中国経済圏」に入るということを示

唆しているのです。

つまり中国経済はかなりの確度でこれからも

高度成長を続けるということです。中国政府が

最も重視しているのは雇用の確保で、これはそ

もそも共産主義体制では「職は国から与えられ

る」ことが前提になっており、もし大量の失業

者が顕在化すれば直ちに暴動等の政治的リスク

に繋がる為です。従って少々景気が過熱しよう

が、不動産価格が高騰しようが、利上げや人民

元切り上げ等は極力回避して、輸出や対内直接

投資を原動力に年率８％以上の成長を続けてい

くことが国家としての命題なのです。

では日本はどうすれば良いのでしょうか。中

国経済の脅威はマクロ面でもミクロ面でも決し

て一過性の問題ではなく、頭を下げて待つだけ

ではどうにもなりません。ですから一義的には

成長する中国市場に入って行くことが必要です。

ただこれが口で言うほど容易なことでないこと

は、誰でも想像がつきます。今では多くの日系

企業が中国で事業展開をしていますが、これま

でにどれほど多くのコストがかかったか、更に

これまでにどれほど多くの企業が失敗して撤退

を余儀なくされたか、特に普通の中堅・中小企

業が特段の策も持たずに進出するのは極めてリ

スキーです。

そこでポイントになるのは中国だけでなく、

もっと視野を広げてＡＳＥＡＮ等を含めた新た

な域内分業体制のなかで、何らかの活路を見出

すことです。例えばマレーシアに多く立地する

日系の家電メーカーは、部品の多くを中国から

の輸入に切り替えてコストダウンを図る一方、

最上級の基幹部品や生産ノウハウは従来通りの

レベルを維持し、全体として競争力の向上に成
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功しています。

またタイは自動車産業に特化した一本足打法

を企図しています。中国と勝負してもどうせ負

けるが、自動車だけは勝とうとはっきり棲み分

けを図り、逆に中国の安い部品を輸入する等の

方策を打ち出しています。

一方、ベトナムは特に強みも無いので、中国

との一体化を狙っており、その結果むしろベト

ナムが今日本からの投資先として再評価されて

います。いわゆるチャイナプラスワンの本命と

して、中国の補完的役割を持つようになった訳

です。

またシンガポールはＦＴＡ（二国間貿易協定）

を経済戦略の柱としています。日本が初めてＦ

ＴＡを締結したのもシンガポールですが、逆に

シンガポールは既に世界の２０カ国以上とＦＴＡ

を結んでいます。ＷＴＯ（旧ＧＡＴＴ）は多国間

の取り決めで、なかなか交渉がまとまりません

が、二国間であれば話は別です。シンガポール

の狙いは自分が多くの国とＦＴＡを結ぶことに

よって、自分が貿易のハブ、いわゆる幹事役に

なり、しかも中国をそこに入れる際の案内役に

なるということです。こういったアジア各国の

対中経済戦略のなかに、中国ビジネスの多くの

ヒントが隠れているのです。こういった手立て

が奏功し、００年以降東アジア域内の中間財貿易

は、中国・インド向けを中心として年率２割の

伸びをみせており、新たな商談が次々に生まれ

ています（表３）。

更にビジネスパートナーに関しても、中国企

業以外にも目を向ける必要があります。現在の

ところ、中国で一番収益をあげている外資はや

はり台湾企業です。同じ中国人なので当然かも

しれませんが、思想やビジネス慣行の大きく異

なる本土でかなりの利益をあげ、しかもそれを

上手に台湾へ持ち出しています。彼らのやり方

は日本企業にとって非常に参考になり、中国進

出に際して台湾企業と手を組むことが、案外そ

の後のビジネスをスムーズに展開することにな

るかもしれません。

またアジア各国に点在する華僑の力も、中国

ビジネスには大変有効です。いわゆる華僑と呼

ばれる人たちは全世界に７～８千万人いると言

われますが、特にアジアでは、インドネシアの

サリムやリッポー、マレーシアのゲンティン、

シンガポールのホンリョン、タイのＣＰ、香港

の長江や新世界、台湾のエバーグリーンやエイ

サー等、一国の経済を牛耳っているケースもあ

ります。彼らは中国人の心情や中国独特のビジ

ネス慣行に通じており、例えば中国市場開拓の

エージェントや販売代理店として、更には中国

進出のパートナーとして実に頼もしい存在です。

いずれにせよこれからの中国ビジネスにおい

ては、こういったアジア諸国の企業との連携が

キーワードになります。金融危機やチャイナリ

スク等ビジネス環境がますます不透明化するな

かで、我々としてはそれぞれ確固とした戦略を

持って臨むことが求められます。

（完）

輸出
輸入

日本 NIEs
ASE
AN４

中国
印・豪・
NZ

以上
計

日本 － ４．５ ５．３ ２０．９ ５．９ ８．９

NIEs ５．２ ６．１ ６．３ １９．８ １０．０ ８．９

ASEAN４ ５．１ ７．８ １１．２ ３１．５ １１．８ ９．６

中国 １８．３ ２６．７ ２７．５ － ２５．１ ２３．８

印・豪・NZ ５．６ ２０．８ １２．９ ３３．３ １７．７ １８．１

以上計 ８．５ １２．２ １０．１ ２１．８ １２．２ １２．２

表３．東アジア域内の中間財貿易の伸び率
（２０００→２００５年：平均年率％）

（注）NIEs：韓国、台湾、香港、シンガポール
ASEAN４：マレーシア、タイ、フィリピン、インドネシア

（出所）通商白書
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「佐賀フードチャレンジ商談会２０１１」を開催しました

ふくおかフィナンシャルグループ（以下、ＦＦＧ）は、去る２月２２日にホテルニューオータニ佐賀にて食の

商談会「佐賀フードチャレンジ商談会２０１１」（主催：親和銀行・福岡銀行・ＦＦＧ）を開催致しました。今回

はこの商談会の模様をご紹介致します。

佐賀県内においてＦＦＧ初となる

商談会を開催

ＦＦＧでは、広域展開型金融グ

ループとして過去、福岡、熊本、

長崎等九州各地で商談会を開催し

て参りましたが、今回佐賀県内で

初となる個別商談会「佐賀フード

チャレンジ商談会２０１１」を開催

致しました。

この商談会は、佐賀県を中心と

した食品関連企業の皆様に販路拡

大に役立つ商談機会を提供するこ

とを目的としています。

大手食品関連バイヤーとの個別

商談の機会をご提供するとともに、

「食」をテーマとした基調講演や

販路拡大に役立つセミナーに多数

ご来場頂きました。

参加企業７７社、計２５０商談を実施

佐賀には全国的ブランドである

佐賀牛や佐賀海苔に加え、羊羹や

丸ボーロに代表される伝統銘菓等

魅力ある食材、食品が数多くあり

ます。今回の商談会には、佐賀県

内を中心とする７７社の食品関連

企業に参加頂きました。今回の参

加企業のうち、半数近くが初めて

の商談会への参加でしたが、参加

のきっかけとして、「地元佐賀での

開催であること」を理由に挙げら

れている先が大半となっています。

参加企業は、ＦＦＧのネット

ワークにより招聘した中国（大

連・上海・香港）の大手食品関連

バイヤーや、福岡・長崎・大阪・

東京などの大手百貨店、商社、高

速道路のサービスエリア等のバイ

ヤー１６社計２０名との個別商談を

行われました。事務局であるＦＦ

Ｇビジネスコンサルティングが、

参加企業とバイヤーの双方に面談

希望を事前ヒアリングした上で商

談を設定し、全体で２５０件の商談

を行いました（商談件数１社あた

り３～４件）。

満足度の高い商談を設定

バイヤーと参加企業のニーズを

きめ細かく商談に反映したことも

あって、実施したアンケートでは

参加企業の満足度は９８％と非常

に高く、「商談成約もしくは継続

中」とした商談が全体の６割強の

１６４商談に上りました。既に催事

出展の打診を受けられた参加企業

もある等、多くの成果が期待出来

ＦＦＧニュース

個別商談会場

個別商談風景
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る結果となりました。また、中国

では日本食が人気ということもあ

り、中国からのバイヤーの１人は、

商談会翌日には早速商談相手の製

造工場を視察する程でした。

「食」に関する講演・セミナー

同日、テレビ・雑誌等でご活躍

中の経済ジャーナリスト財部誠一

氏による「食ビジネスと地域活性

化」と題した基調講演が行われ、

実際の取材でのご経験を基に、

「必死になって考え知恵を出し、

こだわり抜いた商品であれば必ず

売れます。売り方、アピールの方

法をもっと考えましょう。この様

な商談会の機会を大いに活用して

頂きたい。」等貴重な提言があり

ました。

基調講演後には、海外販路開

拓・ネットビジネスに関するセミ

ナーが行われ、参加者からは「海

外販路拡大に向けて具体的な課題

が見えて非常に有難かった」等大

変好評でした。また、セミナー前

後には各セミナー講師による個別

相談会も開催され、終了時間直前

まで熱心な相談が行われておりま

した。

ＦＦＧの取り組み

ＦＦＧでは、お取引先企業の

様々なビジネスニーズにお応えす

べく、今回のような国内の商談会

やセミナーの他にも、アジアの拠

点（大連、上海、香港の各駐在員

事務所）によるアジアに関する情

報のご提供や、各種商談会のご案

内等も行っています。

また、地域の金融機関として社

会貢献についても積極的に取り組

んでおります。

今後も、質の高いサービスのご

提供や社会貢献に繋がる取り組み

を行いＦＦＧのブランドスローガ

ン「あなたのいちばんに。」の実

現に努めて参ります。

（大野 哲）

日 時 平成２３年２月２２日� １０時～１７時３０分

会 場 ホテルニューオータニ佐賀

構 成

�個別商談会
�基調講演
演題：「食ビジネスと地域活性化」

�セミナー
�海外販路開拓セミナー
テーマ：「中国への販路開拓」

�ネットビジネス活用セミナー
テーマ：「インターネットショップの仕組みと仕掛け」

参加料 無料

主 催 親和銀行、福岡銀行、ふくおかフィナンシャルグループ

後 援 佐賀県、佐賀市、九州経済産業局、ジェトロ福岡

財部氏の講演

〈「佐賀フードチャレンジ商談会２０１１」開催概要〉

鬼木親和銀行頭取による主催者挨拶
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ＦＦＧニュース
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REPORT
はじめに

昨年７月、日本政府は中国人向け個人観光ビ

ザの発給条件を緩和しました。更に政府は今年

１月、有効期限内であれば何度でも使用出来る

ビザを導入する方針を固めたこともあって、今

後日本を訪れる中国人観光客は一層増加するこ

とが見込まれています。

今回は、これらの動きを踏まえ、中国人向け

個人観光ビザの発給条件緩和の効果ならびに日

本政府や各関連業界の対応、上海に拠点を持つ

自治体による訪日中国人観光客誘致への取り組

みについてレポートします。

１．日本の中国人向け観光ビザの概要

中国人が日本へ旅行する場合、ビザの取得が

必要になりますが、そのビザは主に「団体旅行

ビザ」と「個人旅行ビザ」に分けられます（こ

れ以外に中国人が親戚や友人を訪問する際の

「探親訪友ビザ」が存在します）。

団体旅行ビザは２０００年に解禁された一方、個

人旅行ビザの発給については、日本政府が不法

滞在等への懸念から慎重姿勢だったこともあり、

０９年７月に富裕層に限定して開始されましたが、

１０年７月には一層の誘致を強化する観点から発

給条件が大幅に緩和されました。

その内容は、対象者の所得制限の引き下げ、

ビザ発給窓口（大使館、総領事館等）の拡大、ビ

ザの代行申請を受け付ける旅行会社の増加等で

す。具体的にみると、所得制限については従来

の年収２５万元（約３２５万円）以上から、年収６万

元（約７８万円）以上にまで引き下げられ、ビザ発

給窓口についても、従来は北京、上海、広州の

３都市に限定されていたものが、今回の緩和に

より、大連、青島、重慶、瀋陽の４都市が追加

され、計７都市でビザ発給が可能になりました。

ビザの代行申請を受け付ける旅行会社について

も４８社から２９０社へ増加しました。

所得制限が大幅に引き下げられたことで、対

象となる層が、従来の富裕層に加えて中間層に

まで拡大しました。中国では、近年の急速な経

済発展によって国民の所得水準も上昇しており、

中間層と呼ばれる層が大幅に増加しています。

今回のビザ発給条件の緩和に伴い、発給対象者

が１０倍に増加するとの見方もあります。

２．個人ビザ発給条件緩和の効果ならびに

日本政府、各関連業界の対応について

観光庁によると、現在、訪日する外国人観光

客の約７割がアジアからの観光客となっていま

す。そのような状況下、特に購買力があるとさ

れる中国人観光客を取り込むべく、今回の緩和

が行われました。発給対象者を中間層にまで拡

大することにより、訪日する中国人観光客の増

加を図り、伸び悩む我が国の国内消費の活性化

に繋げることが狙いとされています。

実際に、上海の総領事館の話では、昨年７月

のビザ発給条件緩和により、１０年のビザ発給件

数は約４２万８千件と、前年比で５６％もの大幅増

加となっているとのことです。

現在、日本政府も観光立国化を実現すべく、

海外リポート

１．中国におけるプロモーション体制の充実・強化

� プロモーション拠点の充実
� プロモーション予算の充実

２．日本での受入体制の充実・強化

� 宿泊施設における中国語案内の充実、
中国語放送の普及等

� 中国語通訳ガイドの充実
� 銀聯カード取扱店の拡大
� 訪日観光ビザの見直し
� 新千歳空港乗り入れ規制の見直し

３．訪日旅行商品の品質向上

� 中国国内での日系旅行会社による
アウトバウンド営業の解禁

� 品質の低い訪日ツアー、悪質ガイドへの対応

中国人向け観光ビザ発給条件緩和の
波及効果

表１ 訪日中国人旅行者数の拡大に向けた日本政府
の対応

（出所）観光庁資料をもとに作成
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表２ 中国人旅行者の訪日動機

（出所）観光庁資料をもとに作成

１ 温泉

２ ショッピング

３ 日本の食事

４ 自然景観、田園風景

５ 伝統的な景観、旧跡 ＷＴＦでの九州ブース

１９年までに訪日外国人を２，５００万人に引き上げ

る目標を掲げています。その一環として、訪日

中国人旅行客の増加を図る為、政府は様々な取

り組みを行っています（表１）。

日本の観光庁が昨年、訪日外国人観光客を対

象に行った消費動向調査によると、中国人観光

客の一人当たり平均消費額は約１４万円とアジア

主要国の中で最も大きくなっています。中国人

旅行者の訪日動機をみても、ショッピングが高

い割合を占めている為、この購買意欲が高い中

国人観光客を取り込むべく、小売業界を中心に

様々な取り組みが行われています（表２）。

一例を挙げると、百貨店や家電量販店等では、

中国人留学生等による中国語通訳が常駐して買

い物案内を行うサービスを実施したり、銀聯

カードを決済システムに追加したりしているほ

か、中国語による店内表記やアナウンスを導入

しています。また、今年７月に長崎港と上海と

を結ぶ新航路の就航を計画しているハウステン

ボスでは、周辺自治体と一体となって、ハウス

テンボス観光と西九州の自然や温泉巡り等を併

せたツアーを計画されている等、中国人観光客

誘致に積極的に取り組む企業も増加してきてい

ます。

３．上海における自治体の取り組みについて

日本各地で中国人観光客誘致への取り組みが

みられる中、上海にある日本の各自治体事務所

でも、日本同様の取り組みが行われています。

その中でも今回は、上海に事務所を構えてい

る福岡県内の自治体（福岡県、福岡市、北九州

市）の取り組み事例の一部をご紹介します。

ＷＴＦ（世界観光資源博覧会）に九州ブースを出展

昨年４月、上海にて開催されたＷＴＦにて、

九州各県・政令市の上海事務所が連携し、「中

国に最も近い日本 九州島」をキャッチフレー

ズに九州ブースを出展しました。各県・政令市

の写真等を掲載したパンフレットを配布する等、

九州の観光地や特産品等のＰＲが行われました。

上海万博での九州・沖縄ウィーク最終日に

「福岡県の日」を開催

昨年開催された上海万博でのイベントとして、

九州・沖縄ウィーク（９／２９～１０／６）が開催され

ました。ここでは、九州・沖縄各県のイベント

日が日替わりで設けられ、日本館に隣接したイ

ベントスペースにて各県のＰＲが行われました。

最終日（１０／６）は「福岡県の日」と題し、福

岡県のＰＲイベントが行われました。イベント

では、福岡県の紹介や観光ＰＲ映像が放映され

たほか、福岡在住の日中の伝統楽器演奏家で構

成された楽団「福岡アンサンブル・アジア」の

演奏等が行われました。また、麻生福岡県知事

もイベントに参加され、知事自ら福岡の観光Ｐ

Ｒを行われました。

九州・沖縄ウィークイベントへの来場者数は、

約１５万７千人と事前予想を大幅に上回る集客と

なりました。

九州・沖縄観光物産展を開催

また、上海市内の百貨店では、上海万博での

「九州・沖縄ウィーク」イベントの告知を兼ね、
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九州各県・政令市の上海事務所が連携して物産

展を開催しました。

上海では、このように九州・沖縄共同で定期

的なイベントを開催することによって、観光客

の誘致や物産紹介を精力的に行っています。

九州観光説明会・商談会の開催

昨年１２月、中国の旅行社向けに九州観光推進

機構（「九州はひとつ」の理念のもと、０５年４月

に「観光王国・九州」の実現を目指して官民一

体となって設立された団体）が上海で開催した

説明会・商談会に福岡県上海事務所も参加しま

した。

説明会では、九州新幹線の全線開通に伴う利

便性の向上を謳いながら九州の魅力が紹介され

たほか、福岡県もＪＲ九州や西鉄旅行等ととも

にパンフレット等を用いて福岡県のＰＲを行い

ました。説明会に参加された中国の旅行会社か

らは、「東京・大阪・北海道に次ぐ観光コース

として、九州のコースを作りたい。」との声も

多数聞かれました。

中国発クルーズ船による中国人観光客の誘致

福岡市は、クルーズ船による中国人観光客誘

致を行っています。中国発のクルーズ船は、韓

国（釜山、済州島等）、九州（福岡、長崎、鹿児

島等）を経由するコースが一般的です。

博多港へのクルーズ船の寄港は、０９年は２４回、

昨年は６１回と多くの中国人旅行者を迎え入れま

した。福岡市上海事務所によると、今後も福岡

でのオプショナルツアー（観光地巡り、家電量

販店や百貨店でのショッピング等）の充実を図

り、福岡市への中国人観光客の誘致を行ってい

く予定です。

北九州市観光説明会を開催

北九州市は今年２月、上海市内のホテルにて

中国人向けに北九州市観光説明会を開催しまし

た。中国人観光客の旅行先が関東、関西、北海

道に集中するなか、北九州と関西をフェリーで

結ぶ旅行プランを発表し、北九州への観光客誘

致を行いました。また、今回の旅行プランには、

北九州市内での環境学習や地元企業を訪問する

産業観光も盛り込まれており、説明会に参加さ

れた１００名を超える旅行会社やメディア関係者

も当プランに関心を寄せていました。

北九州市上海事務所によると、「中国人にとっ

て馴染みの薄いフェリーでの海上移動は特別な

要素である上、地域性を活かした環境学習や産

業観光を取り入れることにより、企業研修や修

学旅行等にも利用してもらうことが出来る等、

幅広いニーズへの対応が可能であり、今後も他

の自治体と協力してこのようなプランを模索し

ていきたい」とのことです。

４．まとめ

近年、中国の中間層にも海外旅行ブームが広

がってきています。一部メディアでは、中国人

の国民所得水準の上昇及び人民元高によって、

中国人の海外旅行者数は１１年も増加傾向にあり、

前年比５％増の約５，７００万人に達すると見られ

ています。

日本政府は今年に入り、より多くの中国人観

光客を日本へ呼び込む為、中国人の個人観光客

を対象に、有効期間内なら繰り返し使用出来る

ビザを発給する方針を固めており（現在発給さ

れているビザは１度限りの使用）、訪日する中

国人観光客は今後も増加することが予想されて

います。

前述のように、各自治体による九州・沖縄の

知名度向上に向けた取り組みや、中国人観光客

の訪日動機を考慮すれば、今後も九州を訪れる

中国人観光客が増加する可能性は十分考えられ

ます。

民間レベルでも様々な取り組みがなされてお

り、今後は富裕層のみならず、増加が見込まれ

る中間層のニーズを的確に捉えたサービスの提

供をいかに行うかが、中国人観光客を取り込む

上で鍵を握ると言えそうです。

（上海駐在員事務所 田中 正洋）

海外リポート
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九州の鉱工業生産動向
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［基調判断］……………持ち直しの動きが続いている
２０１１年１月の九州地区の鉱工業生産指数（季節調整済）は、輸送機械や電気機械等の生産は好調で
あった一方で、一般機械や電子部品・デバイス等の生産が伸び悩んだことから、前月比０．４％低下の
１０２．８と小幅ながら前月を下回りました。しかしながら、一時的な生産調整の要素が大きく、持ち直
しの動きは続いています。

［業種別動向］……………輸送機械を中心に１７業種中１１業種で上昇するも一般機械、
電子部品・デバイスが大きく低下

業種別の寄与度をみると、新型車の本格生産が始まり、中国・北米向け乗用車も好調な輸送機械の
他、電気機械等も上昇したことで、全１７業種中１１業種がプラスに寄与しました。一方、海外発電所向
けボイラーや蒸気タービン等の一時的な生産減の影響等から一般機械が低下した他、国内向け液晶テ
レビや車載用の半導体等で生産調整等が実施されたことにより、電子部品・デバイスもマイナスに寄
与する等、全体では小幅低下となりました。

九 州経済動向
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福岡県の最近の経済動向
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福岡県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２００５年＝１００）
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（出所）九州経済産業局

［福岡県の景気］……………持ち直しの動きが見られる

生産活動では、新型車生産が本格化したことに加え、海外向け乗用車の需要も好調なことから、輸

送機械が上昇したほか自動車部品の需要増加に伴い化学も好調に推移する等、持ち直しの動きが見ら

れます。

消費面については、厳しい冷え込みが続いて客足が伸びなかったこと等が影響し前年割れとなりま

したが、住宅建設については、住宅取得関連の優遇制度の効果もあって、持家取得の動きは引き続き

堅調となっています。

［生産活動］……………総合指数は２ヵ月連続のプラス

１２月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きをみ

ると、総合指数は９２．９となり、前月比３．３％上昇

しました。

主要業種では、半導体製造装置の生産調整等か

ら一般機械が低下した一方、新型車の本格生産が

開始され、中国、北米向けの乗用車需要も好調な

輸送機械が上昇したほか、シートカバー等の自動

車関連部品需要も高まっていることから化学も上

昇しました。

［大型小売店］……………２ヵ月連続で前年割れ

１月の大型小売店販売額は、前年同月比０．４％

減の５８９億円と、２ヵ月連続で前年を下回りました。

通常より土曜日が１日少なかったことや厳しい

冷え込みにより客足が遠のいたこと等が影響した

ものの、機能性肌着や防寒衣料品、鍋物関連の食

材等に動きが見られたことで、小幅での減少と

なっています。

福岡県経済動向
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［住宅建設］……………１１ヵ月連続で前年を上回る

１月の新設住宅着工戸数は、持家は前年同月と

比べ小幅減となったものの、引き続き住宅取得関

連の優遇制度の効果等により、分譲住宅について

はマンション、戸建ともに増加しています。前年

同月大きく減少していた貸家についても倍増する

等、全体では同５２．０％増の３，０７５戸と１１ヵ月連続

で前年を上回りました。

［公共工事］……………件数、請負金額ともに減少

１月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年同月比０．６％減の７０３件、金額は同

２７．６％減の１６８億円となりました。工事が前倒し

になった影響等から、請負金額は２ヵ月連続で前

年を下回りました。

発注者別にみると、下水道施設整備の大型案件

等で「市町村」が増加となったものの、「国」や

「県」では前年を下回っています。

［企業倒産］……………件数、負債総額ともに前年を下回る

２月の企業倒産（負債額１，０００万円以上）は、１０

億円以上の大型倒産が無く、建設業で倒産件数が

前年比１１件減少したこと等から、件数は前年同月

比３３．３％減の２０件、負債総額は同５６．９％減の２２億

円と件数、負債総額ともに前年を下回りました。

前月比でも、２ヵ月連続で件数、負債金額とも

に減少しています。

福岡県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

福岡県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

福岡県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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熊本県の最近の経済動向
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（出所）九州経済産業局

［熊本県の景気］……………持ち直しの動きが見られる

生産活動では、電子部品・デバイスが海外との価格競争等から６ヵ月連続で低下しているものの、

アジア向け半導体製造装置等の需要が好調な一般機械が牽引役となり、総合指数も上昇する等持ち直

しの動きが見られます。

消費面では、厳しい冷え込みが続いて客足が鈍化しながらも、防寒衣料品や日用品等に動きが見ら

れたことで横ばい圏で推移したほか、住宅建設についても、住宅取得関連の優遇制度の効果等から、

持家取得の動きは堅調となっています。

［生産活動］……………総合指数は３ヵ月ぶりにプラス

１２月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は９４．１となり、前月比で６．７％上

昇しました。

主要業種では、海外との価格競争の影響等から

電子部品・デバイスが６ヵ月連続で低下した一方

で、中国、台湾向け半導体製造装置等の需要が引

き続き好調な一般機械は大きく上昇しました。

［大型小売店］……………小幅ながら前年を下回る

１月の大型小売店販売額は、前年同月比０．６％

減の１５８億円と、小幅ながら３ヵ月連続で減少し

ました。

土曜日が通常より１日少なかったことや厳しい

寒さで客足が遠のいたこと等が影響した一方で、

日用品等に動きが見られたことから、全体ではほ

ぼ横ばいとなりました。

熊本県経済動向
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熊本県経済動向

［住宅建設］……………２ヵ月連続で前年を下回る

１月の新設住宅着工戸数は、住宅減税の効果等

から、持家や分譲住宅は前年同月と比べ増加した

ものの、貸家が大きく減少したことから、全体で

は前年同月比５．８％減の６８５戸と２ヵ月連続で前年

を下回りました。

［公共工事］……………請負金額は３ヵ月ぶりに前年を下回る

１月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年同月比２１．３％減の４８４件、金額が同

１５．７％減の９１億円となり、請負金額は３ヵ月ぶり

に前年を下回りました。

発注者別では、橋梁工事の大型案件等で「国」

が増加したものの、「県」や「市町村」で前年を

下回りました。

［企業倒産］……………小口倒産増加

２月の企業倒産（負債額１，０００万円以上）は、件

数は前年同月比５０．０％増の１２件、負債総額は同

１０．６％減の１１億円となりました。

前月比では、２ヵ月連続で負債総額は減少して

いますが、小口の倒産が増加しており件数は増加

しています。

熊本県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

熊本県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

熊本県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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長崎県の最近の経済動向
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（出所）九州経済産業局

［長崎県の景気］……………持ち直しの動きが続いている

生産活動では、海外向けの発電設備等の需要が好調な一般機械が牽引役となり、持ち直しの動きが

続いています。

消費面では、主力の飲食料品が堅調でプラスに推移したほか、住宅建設については、住宅取得関連

の優遇制度の効果等もあって、持家取得の動きは引き続き堅調となっています。

［生産活動］……………総合指数は２ヵ月ぶりにプラス

１２月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きをみ

ると、総合指数は１４８．６となり、前月比１．７％上昇

しました。

主要業種を見ると、主に海外の発電設備向けボ

イラーや蒸気タービン等が好調なことから一般機

械が大きく上昇したほかは、横ばい圏で推移して

います。

［大型小売店］……………７ヵ月連続で前年を上回る

１月の大型小売店販売額は、前年同月比０．９％

増の１１１億円と、７ヵ月連続で前年を上回りました。

通常より土曜日が１日少なかったことや厳しい

冷え込みにより客足が遠のいたことが影響したも

のの、防寒衣料品や寝具に動きが見られたことや、

堅調に推移した飲食料品が消費の牽引役となり、

全体ではプラスで推移しました。

長崎県経済動向
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長崎県経済動向

［住宅建設］……………２ヵ月連続で前年を上回る

１月の新設住宅着工戸数は、貸家や分譲住宅で

前年同月と比べ小幅減となった一方で、住宅取得

関連の優遇制度の効果等から持家については増加

する等、全体では前年同月比１．４％増の４９４戸と２

ヵ月連続で前年を上回りました。

［公共工事］……………件数、請負金額ともに前年を下回る

１月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年同月比２０．９％減の３４５件、金額が同

１９．３％減の８５億円と、件数、請負金額ともに前年

を下回りました。

発注者別の請負金額では、街路改良工事や水道

施設等の大型工事案件はあるものの、全ての発注

者で前年同月と比べ減少しています。

［企業倒産］……………件数、金額ともに前年より微増

２月の企業倒産（負債額１，０００万円以上）は、件

数が前年同月比３３．３％増の８件、負債総額は同

１３．０％増の９億円となり、件数、負債総額ともに

前年を上回りました。

前月発生した大型倒産の為、負債総額は大幅減

となっていますが、件数は小幅ながら増加してい

ます。

長崎県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

長崎県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

長崎県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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機械受注金額
（船舶・電力
を除く民需）

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）生産指数 出荷指数 在庫指数 輸出金額 輸入金額

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 前月（年）比（％） 前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００８年 １０３．８ １．３ １０４．３ ▲３．２ １０６．７ ２．７ ▲６．０ ▲３．５ ８．０ １１５，９０１ ▲２．８ ９９，７４１ １１．２
２００９年 ８１．１ ▲２１．９ ８２．１ ▲２１．３ ９７．２ ▲８．９ ▲２６．９ ▲３３．１ ▲３４．８ １２７，１２０ ９．７ ７７，８３６ ▲２２．０
２０１０年 ９４．０ １５．９ ９５．６ １６．４ ９６．０ ▲１．３ ４．６ ２４．４ １７．７ １１３，６２６ ▲１０．６ ７６，０３８ ▲２．３
２００９．１２ ９０．４ ６．４ ９０．９ ６．３ ９３．０ ▲１４．６ ２０．１ １２．０ ▲５．５ ８，６５８ １０．３ ６，１０２ ▲３０．８
２０１０．１ ９４．３ １８．９ ９５．０ ２０．１ ９４．０ ▲１２．３ ▲３．７ ４０．９ ８．８ ５，７９１ ▲３．８ ５，９６５ ▲２２．０

２ ９３．７ ３１．３ ９４．８ ２９．０ ９５．５ ▲７．５ ▲５．４ ４５．３ ２９．５ ５，７９０ ▲８．８ ６，７４３ ▲１４．７
３ ９４．８ ３１．８ ９６．７ ２９．９ ９４．０ ▲６．０ ７．０ ４３．５ ２０．６ １３，４１１ ▲１６．０ ７，８０８ １８．８
４ ９６．０ ２５．９ ９８．１ ２７．１ ９４．６ ▲３．４ ４．０ ４０．４ ２４．２ １３，２７８ ▲０．１ ５，８５０ ▲４．２
５ ９６．１ ２０．４ ９６．４ ２１．０ ９６．５ ▲０．８ ▲９．１ ３２．１ ３３．４ ７，４０２ ▲５．９ ５，７１９ ８．１
６ ９５．０ １７．３ ９６．６ １８．１ ９７．２ １．２ １．６ ２７．７ ２６．１ １０，３３８ ▲５．８ ６，２８３ ▲６．４
７ ９４．８ １４．２ ９６．５ １４．７ ９６．７ １．３ ８．８ ２３．５ １５．７ １１，４１０ ▲８．８ ６，９５１ ▲７．９
８ ９４．３ １５．１ ９５．７ １５．８ ９７．５ ２．６ １０．１ １５．５ １７．９ ９，２１６ ▲８．４ ６，３１５ １．３
９ ９２．８ １１．５ ９５．２ １２．６ ９７．６ ３．４ ▲１０．３ １４．３ １０．０ １１，６２０ ▲１８．８ ７，４９８ ４８．４
１０ ９０．９ ４．３ ９２．３ ４．１ ９６．６ ３．８ ▲１．４ ７．８ ８．８ １０，３６７ ▲１８．１ ６，３８６ ７．６
１１ ９１．８ ５．８ ９４．７ ８．１ ９４．９ １．９ ▲３．０ ９．１ １４．２ ７，９１２ ▲６．３ ５，５０４ ▲１８．３
１２ ９４．８ ４．９ ９５．８ ５．４ ９６．４ ３．７ １．７ １２．９ １０．６ ７，０９０ ▲１８．１ ５，０１７ ▲１７．８

２０１１．１ ９６．０ ３．５ ９６．４ ２．７ １００．３ ６．７ ４．２ １．４ １２．５ ５，２１８ ▲９．９ ６，０７０ １．８
出所 経済産業省 内閣府 財務省 西日本建設業保証 国土交通省

項目

年月

新設住宅着工戸数 企業物価指数
（２００５年＝１００）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

大型小売店
販売額

乗用車

合計 持家 貸家 分譲 乗用車新規登録台数

戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 指数 前年比（％） 億円 前年比（％） 台 前年比（％）

２００８年 １，０９３，４８５ ３．１ １．２ ５．２ １．８ １０８．７ ４．５ １０１．７ １．４ ２０９，５１１ ▲１．２ ２，７９３，６２６ ▲５．２
２００９年 ７８８，４１０ ▲２７．９ ▲１０．６ ▲３０．８ ▲４３．７ １０３．０ ▲５．３ １００．３ ▲１．４ １９７，７５８ ▲５．６ ２，６３４，０４８ ▲５．７
２０１０年 ８１３，１５３ ３．１ ７．２ ▲７．３ １９．６ １０２．８ ▲０．２ ９９．６ ▲０．７ １９３，７９２ ▲２．０ ２，９２０，４９９ １０．９
２００９．１２ ６９，２９８ ▲１５．７ ３．０ ▲２２．７ ▲２７．４ １０２．２ ▲３．８ ９９．６ ▲１．７ ２０，６９１ ▲４．２ ２２９，６２０ ４５．４
２０１０．１ ６４，９５１ ▲８．１ ５．４ ▲１４．５ ▲１１．７ １０２．３ ▲２．２ ９９．４ ▲１．３ １７，３０１ ▲５．１ ２１８，７７５ ４２．７

２ ５６，５２７ ▲９．３ ２．９ ▲８．４ ▲２５．６ １０２．４ ▲１．６ ９９．３ ▲１．１ １４，０２３ ▲３．４ ２６８，７２０ ３８．９
３ ６５，００８ ▲２．４ ３．２ ▲１２．５ ８．８ １０２．６ ▲１．３ ９９．６ ▲１．１ １５，８３１ ▲４．１ ４０１，５２５ ４０．６
４ ６６，５６８ ０．６ ２．３ ▲７．０ ２７．４ １０３．０ ▲０．２ ９９．６ ▲１．２ １５，４６３ ▲３．１ ２００，２５２ ３６．９
５ ５９，９１１ ▲４．６ ４．８ ▲１３．５ ０．８ １０３．３ ０．５ ９９．７ ▲０．９ １５，６５６ ▲３．２ ２０６，９３３ ２９．８
６ ６８，６８８ ０．６ ４．４ ▲１０．９ ２４．６ １０２．８ ０．４ ９９．７ ▲０．７ １５，６３４ ▲２．４ ２６５，３７２ ２０．９
７ ６８，７８５ ４．３ ４．４ ▲５．９ ２７．２ １０２．８ ▲０．１ ９９．２ ▲０．９ １７，１８９ ▲１．０ ３０７，０１５ １５．５
８ ７１，９７２ ２０．５ １５．５ １６．９ ３５．２ １０２．８ ０．０ ９９．５ ▲０．９ １５，５００ ▲１．３ ２６７，４２６ ４８．９
９ ７１，９９８ １７．７ １２．９ ２．２ ５８．９ １０２．８ ▲０．１ ９９．８ ▲０．６ １４，７７８ ▲１．１ ２７８，００２ ▲５．３
１０ ７１，３９０ ６．４ １０．４ ▲９．０ ３７．１ １０２．９ ０．８ １００．２ ０．２ １５，８０９ １．３ １７１，３７４ ▲２８．６
１１ ７２，８３８ ６．８ ７．１ ▲９．５ ４６．３ １０３．０ ０．９ ９９．９ ０．１ １６，３２５ ０．７ １７８，０６４ ▲３３．５
１２ ７４，５１７ ７．５ １１．８ ▲８．４ ３７．６ １０３．４ １．２ ９９．６ ０．０ ２０，４３５ ▲１．２ １５７，０４１ ▲３１．６

２０１１．１ ６６，７０９ ２．７ ５．５ ▲１１．３ ２２．３ １０３．９ １．６ ９９．４ ０．０ １７，４０６ ▲０．６ １６７，１６５ ▲２３．６
出所 国土交通省 日本銀行 総務省 経済産業省 日本自動車販売協会連合会

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

完全
失業率

倒産件数 預金残高 貸金残高
可処分所得 消費支出

軽乗用車販売台数

台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 ％ 件 前年比（％） 百億円 前年比（％） 百億円 前年比（％）

２００８年 １，４２６，９７９ ▲１．４ ４４２，７４９ ０．１ ３２４，９２９ ０．５ ０．８８ ４．０ １５，６４６ １１．０ ５５，３６９ ２．１ ４２，１４７ ４．２
２００９年 １，２８３，４２９ ▲１０．１ ４２７，９１２ ▲３．４ ３１９，０６０ ▲１．８ ０．４８ ５．１ １５，４８０ ▲１．１ ５６，７２０ ２．４ ４１，６６２ ▲１．２
２０１０年 １，２８４，６６５ ０．１ ４２９，９６７ ０．５ ３１８，３１５ ▲０．２ ０．５２ ５．１ １３，３２１ ▲１３．９ ５７，６７１ １．７ ４０，９３１ ▲１．８
２００９．１２ ９１，１９９ ▲２．７ ７６８，３８６ ▲６．４ ３５９，２５４ ▲１．７ ０．４３ ５．１ １，１３６ ▲１６．６ ５６，７２０ ２．４ ４１，６６２ ▲１．２
２０１０．１ ９９，９０６ ▲２．２ ３６２，２２７ ▲１．９ ３２１，６３３ ▲０．０ ０．４６ ４．９ １，０６３ ▲２１．８ ５６，５９１ ２．７ ４１，４０４ ▲１．１

２ １２５，２１２ ▲３．９ ３９１，０４２ ０．２ ２８５，２１１ ▲３．５ ０．４７ ４．９ １，０９０ ▲１７．３ ５６，８３７ ２．３ ４１，３８３ ▲１．３
３ １７７，５１１ ０．２ ３６２，４６６ ▲１．０ ３５２，５５２ ２．３ ０．４９ ５．０ １，３１４ ▲１４．５ ５７，９６１ ２．６ ４１，６１７ ▲１．４
４ ９７，９６８ ９．４ ３８３，９８０ ▲０．６ ３３１，６２１ ▲３．７ ０．４８ ５．１ １，１５４ ▲１３．２ ５７，７６５ ２．４ ４１，０４３ ▲１．８
５ ９３，４８８ １０．０ ３２０，５４２ ▲６．２ ３０３，３２６ ▲４．４ ０．５０ ５．２ １，０２１ ▲１５．１ ５７，９７８ ３．０ ４０，８９２ ▲１．９
６ １１１，２３７ １１．７ ５９９，６６９ ６．５ ２９７，８０９ ▲０．５ ０．５２ ５．３ １，１４８ ▲１９．３ ５７，９９６ ２．０ ４０，９４４ ▲１．６
７ １１３，１９６ ６．５ ４６３，４４７ ▲１．３ ３１６，６５９ ０．０ ０．５３ ５．２ １，０６６ ▲２３．１ ５７，３５４ １．９ ４０，８５８ ▲１．６
８ １０１，４３３ ２１．１ ３８８，４７８ ▲０．３ ３２３，７５８ １．８ ０．５４ ５．１ １，０６４ ▲１４．３ ５７，４０９ ２．３ ４０，６７５ ▲１．７
９ １２２，３８０ ２．２ ３５２，２４４ １．０ ３０７，４３７ １．９ ０．５５ ５．０ １，１０２ ▲４．６ ５７，７５２ ２．４ ４１，０４４ ▲１．５
１０ ７９，８５２ ▲１９．０ ４１９，５３２ ８．４ ３２０，７２７ ４．７ ０．５６ ５．１ １，１３６ ▲９．９ ５７，３０２ ２．４ ４０，６７７ ▲１．９
１１ ８０，２６９ ▲１９．９ ３５７，２６３ ０．７ ３０９，５４８ ２．０ ０．５７ ５．１ １，０６１ ▲６．３ ５７，５８６ １．９ ４０，６０３ ▲１．８
１２ ８２，２１３ ▲９．９ ７５８，７１９ ▲１．３ ３４９，４９５ ▲２．７ ０．５７ ４．９ １，１０２ ▲３．０ ５７，６７１ １．７ ４０，９３１ ▲１．８

２０１１．１ ９１，５０５ ▲８．４ ３５０，３６３ ▲３．３ ３１７，９０７ ▲１．２ ０．６１ ４．９ １，０４１ ▲２．１ ５７，６２０ １．８ ４０，６４９ ▲１．８
出所 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 総務省 東京商工リサーチ 日本銀行

（注） ｐは速報値、ｒは修正値。鉱工業指数は、前年同期比の値と年間の指数は原数値、月間の指数は季節調整値。機械受注金額は、年間は前年比、月間は前月比。大
型小売店販売額は、店舗調整前の値。家計消費支出の前年比は、名目値の前年比。可処分所得・消費支出は、２人以上の世帯のうち勤労者世帯（農林漁家世帯を含
む）。有効求人倍率は、年間は実数値、月間は季節調整値。新規学卒を除きパートタイムを含む。完全失業率は季節調整値。預貸金残高は年末、月末残高。都市銀
行、地方銀行、第二地方銀行、信託銀行、長期信用銀行の合計、ただし、特別国際金融取引勘定を含まない。
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経済指標｜福岡県のデータ�

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 福岡市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００８年 ８．４ ２．２ ４，２６２ ▲８．８ ３，６８０ ０．５ ４７，１３９ ４．６ ０．３ ▲３．０ ３０．３ １０１．０ １．０ ７００，４５１ ▲２．３
２００９年 ▲３３．２ ▲３５．０ ３，９６５ ▲７．０ ２，３１０ ▲３７．２ ２８，９９７ ▲３８．５ ▲１０．５ ▲４６．６ ▲４５．５ ９９．６ ▲１．３ ６６３，７７２ ▲５．２
２０１０年 ３３．８ １７．１ ３，９４１ ▲０．６ ２，５７４ １１．４ ３１，１５６ ７．４ １４．１ ６．５ ▲０．７ ９８．９ ▲０．７ ６４４，５２３ ▲２．９
２００９．１２ ２３．１ ▲１２．９ ２７９ １８．７ ２１３ ▲１８．２ ２，７４７ ▲１９．３ ▲２．０ ▲３０．４ ▲１１．４ ９８．７ ▲１．９ ７３，３０２ ▲４．０
２０１０．１ ５０．９ ６．５ ２３２ ５．６ １４０ ▲１５．５ ２，０２３ ▲２４．５ １８．９ ▲５２．３ ３２．２ ９８．５ ▲１．６ ５９，１７１ ▲４．２

２ ６９．１ ２５．４ ２０５ ２５．１ ５７ ▲５９．０ ２，３６４ ▲１７．５ ６．５ ２６．５ ▲７６．５ ９８．５ ▲１．１ ４６，２５１ ▲３．６
３ ６９．７ ２１．３ ５４２ ２３．３ ４５６ １１５．２ ３，１８９ ２６．１ ６．４ ▲３．９ １４６．７ ９９．２ ▲０．６ ５１，６８１ ▲４．６
４ ３０．４ ２１．４ ４３２ ▲３．５ １３９ ▲３．４ ２，６２５ １５．９ １１．３ １８．３ １７．３ ９８．６ ▲１．６ ５０，０５１ ▲５．１
５ ４２．１ １８．２ ２２１ ０．６ ２３８ １９．１ ２，４１３ １．９ １９．３ ５４．２ ▲６８．１ ９８．９ ▲１．１ ５１，３９１ ▲５．２
６ ２１．７ １９．７ ２７２ １１．６ １９３ １．４ ２，５８４ ５．９ ▲２．０ １７．４ ３０．９ ９８．９ ▲０．８ ４９，４１４ ▲４．１
７ ３０．７ １４．６ ３６１ ▲６．８ ３７８ ２０６．０ ２，４４１ ７．２ ▲２．２ ▲２．９ １９．１ ９８．６ ▲０．９ ６０，０６６ ▲２．０
８ ２０．１ ２６．７ ３５７ ▲７．３ １６４ ▲９．８ ２，９３１ ５１．２ ２８．７ ３５．１ １７１．８ ９９．０ ▲０．７ ５１，６４４ ▲３．８
９ ２０．３ １０．６ ４４６ ▲６．９ ２０５ ▲２７．６ ２，１１２ １．６ ２０．６ ▲１４．２ ２６．５ ９９．２ ▲０．６ ４８，５３２ ▲１．６
１０ ２０．４ ７．９ ３６９ ▲１８．２ １６０ ▲３８．１ ２，６６１ １２．６ １１．６ １５．０ １０．０ ９９．４ ０．０ ５２，６２８ ０．１
１１ ３２．３ １８．５ ２６８ ６．６ ２４９ ２５．４ ２，９００ １８．３ ２９．１ ７．３ ２６．３ ９９．０ ０．１ ５３，１３８ ０．６
１２ ２８．７ １８．４ ２３８ ▲１４．６ １９４ ▲８．９ ２，９１３ ６．０ ２０．０ ２３．１ ▲４６．０ ９８．８ ０．１ ７２，０６４ ▲１．７

２０１１．１ １．７ ２４．１ １６８ ▲２７．６ ２１５ ５２．９ ３，０７５ ５２．０ ▲６．８ １１８．５ ３６．３ ９８．７ ０．２ ５８，９３５ ▲０．４
出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 北九州・福岡大都市圏 北九州・福岡大都市圏

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００８年 １０５，８８９ ▲４．３ ５６，４５４ ▲１．９ ３９６，３０３ １．８ ３１２，７７５ １．８ ０．６３ ５４５ ８．１ １７４，０９８ １．９ １３７，５９８ ２．４
２００９年 ９９，６１６ ▲５．９ ５１，８１２ ▲８．２ ３９１，０２９ ▲１．３ ３０５，５５４ ▲２．３ ０．４２ ４８０ ▲１１．９ １７９，０５０ ２．８ １３８，７６７ ０．８
２０１０年 １１３，６５０ １４．１ ５３，４１３ ３．１ ３８９，１８４ ▲０．５ ３０３，６６３ ▲０．６ ０．４６ ３７５ ▲２１．９ １８２，３６４ １．９ １４０，６９０ １．４
２００９．１２ ８，４８６ ４６．６ ３，５５６ ２．３ ６４９，８９１ ▲９．６ ３６５，６６７ １３．９ ０．３９ ４５ ▲２．２ １７９，０５０ ２．８ １３８，７６７ ０．８
２０１０．１ ８，７８３ ５４．９ ４，４０５ ２．０ ３４６，３１２ ４．６ ３３８，４１１ ２０．５ ０．４１ ２７ ▲４２．６ １７８，４０８ ２．５ １３８，４１６ ０．４

２ １０，８４０ ４６．３ ５，１８４ ▲４．９ ３７１，９８５ ９．３ ２６４，７０４ ▲１７．５ ０．４２ ３０ ▲３．２ １７９，１６２ ２．５ １３８，５３４ ▲０．７
３ １４，８５７ ４７．６ ６，８７２ ▲４．７ ３２７，１９４ ▲１０．０ ３０８，０６９ １．８ ０．４３ ３６ ▲１８．２ １７９，１１８ ３．５ １３７，９３３ ▲０．６
４ ７，９２７ ４０．９ ３，９８９ １５．９ ３５０，０２８ ▲３．６ ３６０，５４６ ４．４ ０．４４ ２７ ▲２５．０ １８１，２１４ ２．４ １３７，６６０ ▲１．０
５ ８，２１９ ４１．０ ３，９４８ ２９．１ ３１３，２００ ▲２．７ ２８５，７５８ ▲１．０ ０．４５ ２２ ▲４７．６ １８１，２８３ １．８ １３７，７０７ ▲１．４
６ １０，３６７ ２８．５ ４，７４３ １５．４ ５１３，２３２ ０．１ ２８３，３８８ ６．９ ０．４６ ３１ ▲３５．４ １８１，５６０ ２．１ １３６，７２１ ▲０．２
７ １１，７３０ １４．６ ５，０９３ １７．６ ４２６，１７０ ▲５．９ ２９９，０８９ ▲１．１ ０．４６ ２５ ▲４４．４ １８１，６３０ ３．１ １３７，８７９ ０．２
８ １０，９０３ ４６．３ ４，４８８ ２９．２ ３６５，５６３ ４．５ ２７８，５１９ ▲９．１ ０．４６ ３５ ６．１ １８０，５３２ ２．５ １３６，９５６ ▲０．４
９ １０，２９５ ▲１０．１ ５，０５３ ２．７ ３１４，３６０ ▲２．５ ２９４，９３７ ▲５．５ ０．４７ ４５ ２．３ １８０，０８７ ２．５ １３８，３９４ ０．２
１０ ６，９８１ ▲２３．３ ３，００７ ▲２２．７ ３７９，５２８ ７．３ ２８９，９７６ ▲５．９ ０．５０ ２８ ▲１７．６ １８０，６８２ ２．３ １３８，８１５ ▲０．０
１１ ６，７６１ ▲３３．９ ３，３７６ ▲１６．７ ３１９，０９３ ▲３．７ ２９９，２３４ １１．４ ０．５２ ２９ ▲６．５ １８０，５８７ ２．０ １３９，１４２ ０．６
１２ ５，９８７ ▲２９．４ ３，２５５ ▲８．５ ６４３，５４７ ▲１．０ ３４１，３３０ ▲６．７ ０．５３ ４０ ▲１１．１ １８２，３６４ １．９ １４０，６９０ １．４

２０１１．１ ６，６９８ ▲２３．７ ３，９３２ ▲１０．７ ３１３，２５３ ▲９．５ ３２６，２０２ ▲３．６ ０．５５ ３１ １４．８ １８１，４２３ １．７ １４０，２０７ １．３
出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行

項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 鉄鋼 電気機械 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００８年 １０２．７ ０．３ １００．８ ▲４．９ １１６．３ ２．４ １１３．７ １２．４ １１３．４ １．０ １０１．６ ▲１．１ １２２．１ ▲０．１
２００９年 ７９．６ ▲２２．５ ７６．０ ▲２４．６ ７１．８ ▲３８．３ ７２．７ ▲３６．１ ７９．６ ▲２９．８ ７８．４ ▲２２．８ １１３．３ ▲７．３
２０１０年 ９３．５ １７．５ ９８．４ ２９．４ ９３．４ ３０．１ ９１．１ ２５．３ １０９．８ ３８．０ ９２．８ １８．４ １２７．８ １２．８
２００９．１２ ８７．３ ２．５ ９９．５ ３０．２ ８１．２ ▲２２．３ ７３．４ ▲２２．９ ９８．３ ３９．７ ８７．８ ９．０ ９８．６ ▲２２．５
２０１０．１ ９３．４ ２１．５ ９２．９ ５８．８ ７９．９ ▲９．３ ８４．８ ▲３．０ １１１．５ ７０．７ ９３．３ ２６．７ ９８．６ ▲１９．４

２ ９１．３ ３９．１ １００．９ ７４．１ ８９．０ ２１．８ ８４．６ ８．９ １０５．７ １６５．０ ９１．０ ４８．６ ９１．９ ▲２５．６
３ ９３．９ ３１．０ １０３．４ ７０．１ ９８．９ ３５．８ ８９．２ ２．０ １０５．２ １３３．３ ９３．７ ４１．２ ９１．７ ▲２２．８
４ ９４．５ ２７．８ １０２．５ ６８．２ ９０．３ ３８．３ ７８．８ ２６．１ １１１．０ ５９．８ ９２．７ ２５．１ ９６．３ ▲１８．０
５ ９３．８ １７．９ ９５．６ ３４．０ ９３．１ ４５．３ ８８．３ ２６．７ １０９．５ ３０．５ ９３．２ ２０．９ １２２．８ ７．６
６ ９２．９ １７．３ １０２．８ ３９．５ ９１．５ ４２．９ ９２．６ ４１．６ １０６．４ ２８．１ ９１．８ １７．０ １５９．６ ３７．１
７ ９５．５ １５．８ ９６．１ １８．８ ８９．４ ３７．６ ９７．３ ４７．５ １１２．４ ２６．４ ９６．３ １５．５ １３４．６ ５．０
８ ９８．６ １８．８ ９５．４ １６．０ ９６．７ ４３．５ ９３．５ ３０．４ １１９．３ ３０．７ ９８．９ １９．７ １２８．５ １６．２
９ ９７．３ １４．５ ９７．６ １６．３ ９６．５ ３３．４ ９９．５ ３９．９ １１３．８ ２０．０ ９５．９ １３．６ １１９．５ １２．９
１０ ８６．９ ２．３ ９２．３ ５．５ ９７．５ ３９．５ ９２．０ ３６．０ ９８．６ ４．６ ８６．１ ０．９ １０６．９ ３．１
１１ ８９．９ ６．７ ９５．９ ５．９ ９３．９ ２４．７ ９８．６ ４６．６ １０９．５ ９．８ ９０．２ ６．４ １４６．１ ４３．９
１２ ９２．９ ７．８ １０２．９ ４．８ ９８．７ ２３．１ ９０．６ ２３．６ １１７．３ ２０．８ ９０．０ ４．０ ２４０．０ １４５．３

２０１１．１
出所 福岡県調査統計課

（注） 掲載指標についての説明は全国の注釈参照。
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経済指標｜熊本県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 食料品 電子部品 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００８年 １０３．６ ▲５．３ ９７．９ ▲１．４ １３８．６ ０．６ ７８．２ ▲３３．８ ９４．４ ２．７ １０１．０ ▲６．８ １２４．５ １０．０
２００９年 ８０．３ ▲２２．５ ９５．７ ▲２．２ １０３．７ ▲２５．２ ４９．０ ▲３７．３ ７１．２ ▲２４．６ ７９．２ ▲２１．６ １１２．２ ▲９．９
２０１０年 ９５．９ １９．４ ９４．０ ▲１．８ １１４．０ １０．０ ９０．４ ８４．４ ８１．１ １３．９ ９１．８ １５．９ ９７．４ ▲１３．２
２００９．１２ ８７．５ ▲３．８ ９１．６ ▲３．９ １２６．６ １７．０ ４７．５ ▲２１．５ ６８．６ ▲２９．４ ８２．７ ▲７．２ ９４．２ ▲３２．８
２０１０．１ ９８．３ １５．３ １００．５ ２．０ １４４．７ ５７．８ ４８．１ ▲２４．９ ７９．５ １．５ ９４．６ ９．２ ９６．１ ▲３１．７

２ ９７．７ ２６．０ ９４．６ ▲１．３ １２７．４ ６６．０ ６４．３ ２０．５ ８７．６ １０．１ ９４．２ １９．５ ９７．２ ▲２７．８
３ ９１．２ ２７．６ ９２．４ ▲３．４ １２１．７ ５７．０ ９７．２ ５３．３ ９４．４ ２５．５ ９１．０ ２４．０ ９１．９ ▲２２．２
４ ９５．９ ２２．７ ９２．９ ▲１．３ １２１．９ １５．４ １１７．８ ２０１．５ ９３．３ ３１．２ ９４．８ ２３．２ ９４．６ ▲１９．６
５ ９１．０ １７．８ ９０．０ ▲４．２ １１２．３ １１．２ ７６．６ １５１．８ ８４．８ １２．８ ８６．０ １２．６ ９０．３ ▲２３．２
６ ９８．６ ２５．４ ９８．６ ０．８ １１２．７ ４．８ ５５．２ ２１．６ ７７．５ ９．５ ９３．２ １８．８ ９２．１ ▲１８．０
７ ９５．３ １７．７ ９２．４ ▲６．７ １１７．１ ５．０ １０３．６ １１０．９ ７１．２ ２．０ ８７．７ １０．６ ９６．７ ▲１１．８
８ １０２．８ ２９．４ ９８．９ ６．１ １１４．２ ８．０ １０１．５ １５８．９ ８３．９ １３．５ ９７．８ ２６．２ ９６．７ ▲９．５
９ １０７．９ ３１．１ ９７．７ ３．０ １０８．６ ▲２．９ １１０．９ １１７．４ ７７．３ ２１．１ ９７．５ ２１．３ ９９．５ ▲３．０
１０ ９０．０ ９．５ ９３．１ ▲６．５ １０５．６ ▲５．３ １０２．７ １１８．５ ７３．１ ９．２ ８６．４ ８．１ １０７．３ １１．０
１１ ８８．２ ５．４ ８９．２ ▲４．６ ９７．０ ▲１５．８ ９１．５ ７０．９ ７４．８ １２．３ ８５．０ ５．５ １０２．６ ９．８
１２ ９４．１ ７．５ ８８．５ ▲３．４ ９２．７ ▲２６．８ １１８．４ １４９．５ ８１．７ １９．０ ９３．７ １３．３ １０３．１ ９．５

２０１１．１
出所 熊本県統計調査課

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 熊本市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００８年 ２．６ ２６．７ ２，０２１ ▲２．４ １，０９８ ▲１４．８ １２，５４２ ▲５．６ ０．３ ▲８．７ ▲１０．５ １０１．１ １．２ １８４，１３４ ▲１．９
２００９年 ▲２６．８ ▲３６．６ ２，１２４ ５．１ ７０１ ▲３６．１ ９，８４２ ▲２１．５ ▲７．２ ▲３６．７ ▲１．２ １００．４ ▲０．７ １７２，７８５ ▲６．２
２０１０年 ▲３．５ ４．７ ２，０１２ ▲５．３ １，１２８ ６０．９ ８，８４２ ▲１０．２ １０．３ ▲１３．０ ▲５３．０ １００．１ ▲０．４ １６７，９５０ ▲２．８
２００９．１２ ２５０．５ ▲４６．９ １５９ ６．５ ６５ ▲２０．３ ８９８ １３．０ ２２．０ ０．０ ３８．４ １００．１ ▲１．０ １９，１９３ ▲７．２
２０１０．１ ２４．８ ▲３５．７ １０８ ６．１ ３６ ▲１６．２ ７２７ ▲５．７ １３．５ ２２．２ ▲７６．４ ９９．９ ▲０．７ １５，９０５ ▲５．４

２ ４８．４ ▲１７．７ １３２ ３３．８ ８１ ６１．９ ５４４ ▲３４．１ ５．４ ▲６７．７ ▲６１．３ ９９．５ ▲０．７ １１，８６８ ▲３．１
３ ８．４ ▲２６．４ ２５０ ７．８ ８８ １４２．４ ７２８ ▲１１．１ ７．９ ３６．９ ▲６０．２ １００．１ ▲０．５ １３，５８４ ▲５．１
４ １０．９ ▲１３．０ １７５ ▲３４．５ ６４ １９．５ ６８２ ▲１６．４ １．１ ３６．０ ▲８６．３ １００．１ ▲０．７ １３，１７１ ▲３．３
５ ▲３１．０ ８０．８ １６９ ８０．０ ７０ ２０．４ ４７９ ▲２６．３ ▲２０．８ ▲４４．８ ３７．５ ９９．９ ▲０．６ １３，２３２ ▲６．３
６ ▲３８．８ １．６ １２３ ４０．２ １１４ １１１．２ ８７１ ▲１９．９ ３９．０ ▲３０．３ ▲７２．５ ９９．９ ▲０．５ １２，８４１ ▲３．３
７ ２０．０ ▲６．２ １３２ ▲２０．３ ７６ ２７．１ ８２７ ▲１０．６ ０．３ ▲３０．３ １３９．５ ９９．８ ▲０．４ １５，４９６ ▲２．４
８ ３３．１ ６３．２ １５１ ▲２１．３ ８０ ５７．３ ６７３ ▲１０．３ ３２．４ ▲４３．３ ▲１９．２ １００．１ ▲０．３ １３，２９５ ▲３．６
９ ３２．９ ▲２．８ ２０４ ▲３４．５ １０５ ５３．８ ８０６ ６．６ １７．８ １６．８ ▲６１．２ １００．５ ▲０．１ １２，２１６ ▲１．４
１０ ▲６．７ ５７．５ ２０２ ▲１８．７ ２１０ １１７．６ ７３５ １３．４ ２５．５ ４．９ １４．６ １００．７ ０．３ １３，７９０ ０．８
１１ １２４．７ ２５．２ １８９ １３．６ １２８ ９６．６ ９５０ ５．９ １．５ ２．４ １８．０ １００．３ ０．０ １３，６７９ ▲０．４
１２ ▲６４．２ ５．２ １７６ １０．９ ７４ １４．５ ８２０ ▲８．７ １．７ ▲７．５ ▲５６．４ ９９．８ ▲０．３ １９，１５１ ▲０．２

２０１１．１ ４．５ ９１．４ ９１ ▲１５．７ ２１３ ４９８．６ ６８５ ▲５．８ ２３．１ ▲４４．３ １２１．７ ９９．６ ▲０．３ １５，８１０ ▲０．６
出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 熊本市 熊本市

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００８年 ３１，１８４ ▲３．２ ２８，２８７ １．０ ３９４，６９６ ▲８．６ ３０８，０５０ ３．５ ０．６３ １７９ ２８．８ ４８，６１５ １．３ ２９，５３５ ３．０
２００９年 ３２，８５３ ５．４ ２５，９９９ ▲８．１ ３９４，８９８ ０．１ ３１２，０７０ １．３ ０．３８ １２７ ▲２９．１ ４９，７９０ ２．４ ２９，６６９ ０．５
２０１０年 ３８，０６８ １５．９ ２６，６４７ ２．５ ３７７，０６９ ▲４．５ ２９７，１０１ ▲４．８ ０．４６ １１４ ▲１０．２ ５０，８５７ ２．１ ３０，２７０ ２．０
２００９．１２ ２，７０９ ７０．９ １，９０３ ▲１．４ ７５７，６１８ １２．５ ３５８，７６３ ５．５ ０．３９ ９ ▲６０．９ ４９，７９０ ２．４ ２９，６６９ ０．５
２０１０．１ ３，０１９ ５２．４ ２，１４３ ▲３．８ ３８２，９３４ １７．３ ３６１，１９７ ５．５ ０．４１ １１ ▲２６．７ ４９，２９８ ２．２ ２９，４０９ ０．０

２ ３，６６２ ５６．９ ２，６１７ ▲５．２ ４００，０６５ ２０．６ ２９６，１３０ ２０．５ ０．４１ ８ １４．３ ４９，５２９ ２．３ ２９，３６２ ０．１
３ ５，１６４ ４７．２ ３，３３５ ０．２ ３６２，７６０ １１．０ ３３８，２２８ ▲１１．７ ０．４２ １４ ２７．３ ４９，５８２ ３．３ ２９，６１８ ０．４
４ ２，４４５ ４０．０ １，９９３ １２．１ ３７３，６１１ １２．１ ３４０，３４９ ４．８ ０．４３ １２ １４０．０ ５０，３７７ ２．３ ２９，１８９ ０．１
５ ２，７３４ ４９．９ ２，０２１ １３．７ ３１５，０１９ １．９ ３０３，００５ ４．７ ０．４５ ３ ▲６２．５ ５０，４３２ ２．１ ２９，３００ ０．２
６ ３，３２１ ２３．６ ２，１９７ ７．５ ４６４，１４８ ▲１５．２ ２９４，５８４ １０．５ ０．４６ ９ ▲５５．０ ５０，６８０ ２．０ ２９，３５５ ０．７
７ ４，２９５ ３４．１ ２，３８８ １２．８ ４１５，６１８ ６．２ ２９５，４６０ ▲３．２ ０．４７ ６ ▲４０．０ ５０，５２１ ３．４ ２９，４６０ ０．７
８ ３，７２７ ６２．４ ２，１４５ １８．４ ３１３，１６４ ▲１．６ ２８０，４２４ ▲１．１ ０．４８ ７ ０．０ ５０，０６１ ２．２ ２９，４８５ １．０
９ ３，６６７ ▲３．０ ２，４９２ ８．３ ３０９，９４８ ▲９．２ ２７７，５００ ▲１５．９ ０．４８ １１ ５７．１ ５０，０９９ ２．８ ２９，８３０ １．３
１０ ２，２３６ ▲２８．６ １，８４５ ▲５．６ ３５６，８６９ ▲１０．１ ２４５，４２５ ▲２３．８ ０．５０ １７ １３．３ ５０，３０９ ２．２ ２９，６８４ ０．８
１１ ２，０６８ ▲４３．４ １，７２８ ▲１３．５ ２７９，３３９ ▲２２．２ ２５２，４６６ ▲１３．８ ０．５２ １０ ▲２３．１ ５０，２６３ ２．２ ２９，６９９ １．７
１２ １，７３０ ▲３６．１ １，７４３ ▲８．４ ５５１，３５６ ▲２７．２ ２８０，４４９ ▲２１．８ ０．５４ ６ ▲３３．３ ５０，８５７ ２．１ ３０，２７０ ２．０

２０１１．１ ２，０６９ ▲３１．５ １，９２３ ▲１０．３ ２９２，４１４ ▲２３．６ ２９６，２３５ ▲１８．０ ０．５７ ８ ▲２７．３ ５０，０７８ １．６ ３０，０５２ ２．２
出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行

（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。
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経済指標｜長崎県のデータ�

項目

年月

貿易
漁業水揚金額

公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数 観光施設入場者数
（主要７施設合計）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 長崎市

前年比（％） 前年比（％） 百万円 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 千人 前年比（％） 指数 前年比（％）

２００８年 ５．７ ５７．５ ７３，４９９ ４．６１，５７５ ▲１５．４ ５８２ ▲９．６ ６，９４２ ０．６ １．５ ▲８．９ ５１．３４，５９３ ▲８．１１００．９ １．２
２００９年 ７．２ ▲５３．４ ５９，９０１ ▲１８．５１，９５９ ２４．４ ５９６ ２．３ ５，７６７ ▲１６．９ ▲１３．７ ▲９．５ ▲５３．９３，８５０ ▲１６．２ ９９．９ ▲１．０
２０１０年 ▲３．２ １１．９ ５７，２６７ ▲４．４１，７７４ ▲９．５ ５６０ ▲６．１ ５，４６６ ▲５．２ ５．９ ▲１６．２ ▲７．１３，９６４ ３．０ ９９．２ ▲０．７
２００９．１２ ▲５９．８ ▲３６．５ ６，２５７ ▲１６．７ １２０ ▲１５．２ ３６ ▲２２．０ ６６８ １９．３ １．８ ３．６ ２６８．６ ２６２ ▲１６．７ ９９．０ ▲１．９
２０１０．１ ４７．３ ▲３０．３ ４，５４３ ▲１６．４ １０５ ▲１７．６ ３２ ▲８０．７ ４８７ ３．２ １．８ ▲２５．６ ２２８．６ １９１ ４．２ ９９．２ ▲１．３

２ ▲１１．０ １．１ ４，２８６ ▲１６．０ １１９ ▲２０．２ ２２ ▲３６．６ ４２４ ▲１６．０ ▲３．２ ▲２３．４ ▲５０．０ ２５０ １９．４ ９８．９ ▲１．２
３ ▲５１．２ ３７．４ ４，７７５ ▲１３．５ １８０ ▲９．９ ４６ ７３．１ ３４６ １８．５ ４．３ ４０．３ ▲２９．４ ３４６ ▲１５．０ ９９．４ ▲１．１
４ １２１．６ ０．５ ５，７０６ ▲０．６ ９８ ▲３５．８ ３３ ▲１８．６ ３７７ ▲１８．９ ▲１９．７ ▲６．１ ▲３６．８ ２６４ ▲８．２ ９８．９ ▲１．７
５ ▲０．２ １０２．６ ４，７４３ ▲５．３ ６９ ▲３３．４ １８ ▲５９．５ ３２１ ▲２４．３ ６．０ ▲６１．５ ７５．０ ４５６ ▲１．９ ９９．２ ▲１．２
６ ▲２１．４ ５４．３ ４，１０２ １．２ １７８ ２６．２ １００ ２６．７ ３８３ ▲２５．０ ▲１３．７ ▲１０．７ ▲７７．８ ２０３ ▲１２．５ ９９．３ ▲０．４
７ １４．４ ３９．０ ４，１４８ ６．２ ２２５ ▲８．５ ３５ ２７．７ ４９７ ３７．７ １５．１ ６５．３ ２３．１ ２６９ １０．９ ９９．０ ▲０．６
８ ２２．８ ７．４ ４，２９０ ▲６．１ １５２ ▲１８．７ ５７ ２９９．９ ４３１ １５．５ ３６．４ ▲５．３ ５５．６ ５６６ ５．０ ９９．３ ▲０．７
９ ▲３８．４ ７４．２ ４，４１１ ３．９ ２０７ ▲２１．７ ５７ ２．６ ５９５ ３６．２ ５．７ ６１．１ ▲７９．７ ３２８ ▲１１．６ ９９．３ ▲０．４
１０ ▲２２．４ ▲１１．９ ４，４７８ ▲１１．０ １７９ ５．８ ６０ ７７．５ ５０４ ▲１７．０ ▲５．０ ▲３９．３ ６７．９ ４２２ ２２．８ ９９．８ ０．５
１１ ▲２２．４ ▲３８．３ ５，６２８ １１．９ １４２ ４２．１ ６７ ８１．０ ４２６ ▲３４．７ ４３．９ ▲６３．２ １２３．１ ３４５ １２．０ ９９．１ ▲０．２
１２ ▲１．１ １２．３ ６，１５７ ▲１．６ １２０ ０．３ ３３ ▲１０．５ ６７５ １．０ １６．１ ▲０．６ ▲２３．３ ３２４ ２３．９ ９９．０ ０．０

２０１１．１ ▲６０．４ ６７．７ ４，８２２ ６．１ ８５ ▲１９．３ ９２ １８４．１ ４９４ １．４ ２７．１ ▲１７．２ ▲０．９ １９９ ４．４ ９９．０ ▲０．２
出所 門司税関 県内主要４魚市場 西日本建設業保証 国土交通省 長崎県観光振興推進本部 総務省

項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００）

造船 機械等 電子部品
生産高

総合 一般機械 食料品 電子部品 輸送機械 生産高

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 前年比（％）

２００８年 １５２．５ １３．８ １５４．２ ４９．０ １０１．８ ▲３．０ ２５５．５ １１．８ １１９．０ ２０．６ ２，２６３ ４．５ ３，１８０ ３．３ ０．７
２００９年 １２５．９ ▲１７．４ １２３．０ ▲２０．２ １０１．０ ▲０．７ １９０．３ ▲２５．５ １１０．８ ▲６．９ ２，１３１ ▲５．８ ２，４８４ ▲２１．９ ▲１８．７
２０１０年 １４２．４ １３．２ １９７．４ ６０．４ １０４．５ ３．５ ２０５．２ ７．８ １０６．７ ▲３．６ １，９５４ ▲８．３ ２，５０６ ０．９ ０．０
２００９．１２ １３３．９ ８．０ １４５．４ １４．９ １００．１ ２．４ ２０８．９ ２１．４ ９９．４ ▲１６．７ １５５ ▲１２．９ １９１ ▲３７．１ ４８．６
２０１０．１ １２３．４ ３２．４ １５０．０ ３９．６ １０３．４ ４．２ １７４．１ ２０３．６ ９９．９ ０．２ １３６ ▲１３．２ １７４ ▲３３．７ ８２．０

２ １３０．９ ６７．６ １５８．７ ５８．９ １０９．４ １４．８ １９７．４１，０３８．１ １０１．７ ▲１４．７ １４９ ▲８．８ １４７ ▲３１．５ １３．５
３ １３５．６ ２９．４ １５２．７ ７２．８ １０３．５ ７．７ １７６．６ ３３．５ １２９．８ １１．４ １４７ ▲２３．３ １８３ ▲８．８ ５６．８
４ １３８．１ ４７．１ ２６５．１ ２３３．６ １０３．２ ０．７ １９３．１ １７７．８ ４９．１ ▲５９．６ １５４ ▲２３．７ ２９４ ４６．７ ４９．５
５ １６３．０ ３９．２ ２０７．１ １０５．７ １０７．８ ４．５ ２６６．４ ７６．０ １２３．２ １．３ １８１ ▲０．９ ２６０ ３１．８ ８．７
６ １４７．１ ▲１０．５ １９４．７ ７０．８ １０４．０ ０．６ ２１６．３ ▲３９．１ １１０．６ ▲５．５ １９０ ▲２．６ ２８０ ３５．６ ２２．２
７ １４２．０ ▲１．９ １５３．０ １７．８ １０９．６ ３．１ ２２１．５ ▲８．４ １１８．３ ▲１０．５ １５６ ▲２０．３ １９０ ▲５．６ ０．６
８ １５０．９ ５．６ ２１６．１ ２２．５ １０８．８ ４．４ ２２５．４ ２．３ １０７．１ ０．０ １６０ ▲６．７ ２５６ ４８．６ ６．１
９ １３４．６ ▲９．１ １８９．６ １７．８ ９４．０ ▲９．５ １８６．５ ▲２８．０ １２１．３ ２０．８ １９９ １９．９ ２１２ １９．７ ▲１７．０
１０ １４８．６ １．４ ２４４．７ ５３．７ １０５．７ ０．８ ２１８．９ ▲１１．０ １０６．０ ０．３ １５５ ▲１８．３ １８８ ▲３１．８ ▲７．８
１１ １４６．１ １４．５ ２１４．１ １０３．８ １０３．６ ９．６ １８５．８ ▲１０．２ １１０．５ １１．９ １６２ ０．４ １７０ ▲８．８ ▲６．０
１２ １４８．６ １０．９ ２４７．４ ７０．１ １０３．０ ２．９ １８７．８ ▲１０．１ １０９．１ ９．７ １６５ ６．７ １５３ ▲１９．８ ▲２０．１

２０１１．１ ▲２４．８
出所 長崎県統計課 三菱重工業長崎造船所、佐世保重工業 日本銀行長崎支店

項目

年月

大型小売店
販売額

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 長崎市 長崎市

百万円 前年比（％） 台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００８年 １２４，８２７ ▲４．２ ２０，２４５ ▲２．３ ２３，２５０ ▲１．１３６４，２７６ ▲０．１２９６，６２２ ▲６．０ ０．５７ １７８ ２０．３ ４０，９３１ ０．０ ２３，６９３ ▲３．１
２００９年 １１７，９４１ ▲５．５ ２０，９２１ ３．３ ２１，７２５ ▲６．６３８８，１２９ ６．５３０８，５８８ ４．０ ０．４１ １２２ ▲３１．５ ４１，５７９ １．６ ２２，９９２ ▲３．０
２０１０年 １１７，１２０ ▲０．７ ２３，６５６ １３．１ ２１，３７１ ▲１．６４４８，２２５ １５．５３１１，５５０ １．０ ０．４６ ７２ ▲４１．０ ４２，０１８ １．１ ２２，８１５ ▲０．８
２００９．１２ １２，５８８ ▲３．１ １，８１９ ４９．７ １，５９８ ▲３．６７１３，５６４ ▲２．３４３３，５０７ ７．７ ０．４０ １８ ２８．６ ４１，５７９ １．６ ２２，９９２ ▲３．０
２０１０．１ １１，０１１ ▲７．９ １，９０４ ５４．０ １，８１５ ▲２．１３５２，３２３ １８．８３１０，６６６ ０．３ ０．４２ ９ ▲１０．０ ４１，２８０ １．６ ２２，８９６ ▲４．５

２ ８，１６１ ▲５．３ ２，１７４ ５３．７ １，９８２ ▲０．６３６２，８８７ ３．０２５８，７９８ ▲４．４ ０．４２ ６ ０．０ ４１，５０１ １．０ ２２，８５１ ▲５．２
３ ９，２９５ ▲１．４ ３，１７２ ３９．３ ２，９２３ ０．４３３９，６７３ ▲０．８３５１，００４ １０．３ ０．４１ ６ ０．０ ４１，６６３ ２．１ ２３，０５５ ▲４．５
４ ９，３１０ ▲１．５ １，５９９ ４１．４ １，５４８ ４．２３６２，２３８ ▲２．８３０２，６８５ ▲７．８ ０．４３ ３ ▲７８．６ ４２，００２ １．２ ２２，６０１ ▲２．８
５ ９，４７０ ▲１．７ １，６６２ ２７．１ １，６３３ ７．０３２１，２２０ １．４２７８，７１５ ▲２．０ ０．４４ ４ ▲６６．７ ４１，８５１ ▲１．５ ２２，９０８ ▲３．６
６ ９，１７４ ▲０．５ ２，０４３ １６．３ １，８４６ ３．８７２５，４３１ ３２．９２８９，３２２ ▲１．０ ０．４７ １１ ▲８．３ ４２，３３３ ０．２ ２２，７８４ ▲１．７
７ １１，２０５ ２．０ ２，５０５ ２６．６ １，８８１ ０．３４８７，０４１ ２８．５２８８，３２６ ▲６．０ ０．４８ ７ ０．０ ４２，０４１ ０．９ ２２，９０５ ▲１．５
８ ９，８３４ ０．１ ２，３７６ ６５．９ １，７６３ １８．３４０２，１７６ ２９．５３４５，９５７ ２６．７ ０．４７ ３ ▲７２．７ ４１，７８２ ０．２ ２２，８４７ ▲１．７
９ ８，６７４ ２．３ ２，２９８ ▲０．７ １，９１０ ▲２．５３９５，９８１ ３０．４２７５，２２６ ６．０ ０．４９ ７ ４０．０ ４１，６３１ １．５ ２２，７７４ ▲０．８
１０ ９，２７０ ２．９ １，３５８ ▲３２．２ １，４２９ ▲１４．０ ４３４，３５２ １９．７３４９，７４９ ３１．６ ０．５１ ３ ▲７２．７ ４１，６５１ ０．８ ２２，７４６ ▲０．８
１１ ９，６６８ ２．１ １，３４５ ▲４０．２ １，３２５ ▲１６．８ ３７２，８０５ ３．４２９６，３６４ ▲１７．８ ０．５０ ４ ▲６０．０ ４１，６５８ ０．９ ２２，５７２ ▲０．９
１２ １２，７０１ ０．９ １，２２０ ▲３２．９ １，３１６ ▲１７．６ ８２２，５６８ １５．３３９１，７８７ ▲９．６ ０．５１ ９ ▲５０．０ ４２，０１８ １．１ ２２，８１５ ▲０．８

２０１１．１ １１，１１１ ０．９ １，３０８ ▲３１．３ １，５５１ ▲１４．５ ２９６，４０６ ▲１５．９ ２９２，９４３ ▲５．７ ０．５３ ７ ▲２２．２ ４１，６６４ ０．９ ２２，８１８ ▲０．３
出所 九州経済産業局 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行

（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。漁業水揚金額は、長崎、佐世保、北松、松浦の４市場の合計。観光施設入場者数は、グラバー園、島原城、雲仙仁
田道、西海パールシーリゾート、平戸城、ハウステンボス、堂崎天主堂の合計、ただし、雲仙仁田道は自動車の通行台数。
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テリオ�

飯塚市役所�
●�

片島郵便局�
●�

玉翠堂�
●�

●飯塚労働会館�
●飯塚ダイハツ�

●西鉄サンリヤン飯塚�

新飯塚橋�

芳雄橋�

花宅ビル�
●�津川病院�

●�

福岡銀行飯塚支店4階�

ふふふふふふふふふふふふふふふふふふふふふふふふふくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおお客客客客客客客客客客客客客客客客客客客客客客客客客様様様様様様様様様様様様様様様様様様様様様様様様様セセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーのののののののののののののののののののののののののごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごご案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内
福岡会場 ：福岡銀行 本店ビル４階 セミナールーム
北九州会場：福銀小倉ビル５階 セミナールーム
久留米会場：福岡銀行 久留米営業部３階 会議室
飯塚会場 ：福岡銀行 飯塚支店４階 会議室

４月のセミナー情報
◎参加費無料
（ただし、一部有料セミナ－もございます）

◎事前予約可

●各セミナーの所要時間は１時間～１時間３０分を予定しております。

●お申込みは、電話または福岡銀行ホームページにて承ります。

●各セミナーについては定員になり次第、受付を終了させていただきます。

セミナーカテゴリー Ａ・ＫＡ 投資信託運用報告会 Ｂ・ＫＢ マネー Ｃ・ＫＣ 住宅 Ｎ 年金

Ｅ・ＫＥ ライフプラン Ｆ・ＫＦ 趣味・その他

福 岡 会 場 場所：福岡銀行 本店ビル４階 セミナールーム

日付 予約コード 内 容 時 間 定員

2
�

Ｅ
２

ライフプラン設計
～将来のそなえを、今から考えてみ
ませんか。～

講師：東京海上日動火災 他

１１：００～

１２：３０

５０
名

Ｎ
９

年金セミナー
年金の仕組み・在職老齢年金等について

講師：社会保険労務士

１４：００～

１６：００

５０
名

12
�

Ｂ
４９

アジア経済と株式の魅力
～今後の展望について～

講師：ＰＣＡアセット・マネジメント

１１：００～

１２：３０

８０
名

Ａ
７７

投資信託運用報告会※

『グローバル・ソブリン・
オープン（３ヶ月決算型）』

講師：国際投信投資顧問

１４：００～

１５：３０

８０
名

20
�

Ａ
７８

投資信託運用報告会※

『世界の街並み』

講師：大和証券投資信託委託

１１：００～

１２：３０

８０
名

Ｃ
４９

住宅展示場・モデルルーム
見学のポイント

講師：福岡銀行 建築士

１４：００～

１５：３０

５０
名

セミナー案内

福岡会場（場所：福岡銀行本店ビル４階セミナールーム）のご案内
［住所］〒８１０‐８７２７福岡市中央区天神２‐１３‐１

ＭＡＰ

北九州会場（場所：福銀小倉ビル５階セミナールーム）のご案内
［住所］〒８０２‐０００７北九州市小倉北区船場町２‐１

ＭＡＰ

久留米会場（場所：福岡銀行久留米営業部３階会議室）のご案内
［住所］〒８３０‐００１７福岡県久留米市日吉町１６‐１８

ＭＡＰ

飯塚会場（場所：福岡銀行飯塚支店４階会議室）のご案内
［住所］〒８２０‐００６８福岡県飯塚市片島１‐２‐２５

ＭＡＰ

※既に対象商品を保有されている方を対象と致します。
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マネーセミナー・生命保険セミナー・�
投信報告会ご案内にあたっての留意点�

■本案内に記載のセミナーでは、金融商品の勧誘を行
うことがあります。�

■これらの金融商品へのご投資には、各商品等に所定
の手数料等（投資信託の場合は、銘柄ごとに設定さ
れた販売手数料および信託報酬等の諸経費、個人年
金保険の場合は、契約初期費用のほか、保険関係費用・
運用関係費用・年金管理費用等の諸経費、等）をご負
担いただく場合があります。また、各商品等には価格
の変動等により損失を生じるおそれがあります。商
品ごとに手数料等およびリスクは異なりますので、当
該商品等の「契約締結前交付書面」や「投資信託説
明書（交付目論見書）」、「年金保険ご契約のしおり・
約款」またはお客様向け資料等をよくお読みください。�

［商 号 等］株式会社 福岡銀行（登録金融機関）�
［登録番号］福岡財務支局長（登金）第7号�
［加入協会］日本証券業協会�

北九州会場
場所：福銀小倉ビル５階 セミナールーム

日付 予約コード 内 容 時 間 定員

9
�

ＫＥ
２

ライフプラン設計
～将来のそなえを、今から考えてみ
ませんか。～

講師：東京海上日動火災 他

１１：００～

１２：３０

３０
名

Ｎ
１０

年金セミナー
年金の仕組み・在職老齢年金等について

講師：社会保険労務士

１４：００～

１６：００

５０
名

13
�

ＫＡ
３１

投資信託運用報告会※

『グローバル・ソブリン・
オープン（３ヶ月決算型）』

講師：国際投信投資顧問

１１：００～

１２：３０

５０
名

ＫＢ
３７

アジア経済と株式の魅力
～今後の展望について～

講師：ＰＣＡアセット・マネジメント

１４：００～

１５：３０

５０
名

19
�

ＫＣ
３６

住宅展示場・モデルルーム
見学のポイント

講師：福岡銀行 建築士

１１：００～

１２：３０

３０
名

ＫＡ
３２

投資信託運用報告会※

『世界の街並み』

講師：大和証券投資信託委託

１４：００～

１５：３０

５０
名

日付 予約コード 内 容 時 間 定員

10
�

Ｎ
１１

［久留米］年金セミナー
年金の仕組み・在職老齢年金等について

講師：社会保険労務士

１４：００～

１６：００

５０
名

23
�

Ｎ
１２

［飯塚］年金セミナー
年金の仕組み・在職老齢年金等について

講師：社会保険労務士

１４：００～

１６：００

５０
名

久留米会場
場所：福岡銀行 久留米営業部３階 会議室

飯 塚 会 場
場所：福岡銀行 飯塚支店４階 会議室

※既に対象商品を保有されている方を対象と致します。

平成２３年３月１日現在
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ＦＦＧ次世代創造プログラムのご案内
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平成23年3月1日現在�
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黒龍江省�

吉林省�

遼寧省�
北京市�

天津市�
山西省�

河北省�

山東省�

江蘇省�寧夏回族自治区�

上海市�安徽省�
河南省�

湖北省�
浙江省�

福建省�

台湾（省）�

江西省�

広東省�
広西チワン族�
自治区�

四川省�

青海省�

新疆ウイグル自治区�

貴州省�
湖南省�

海南省�

雲南省�

チベット自治区�

タイ�

ベトナム�

マレーシア�

重慶市�

陜西省�甘粛省�

内蒙古自治区�

福岡銀行香港駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Hong Kong Representative Office）�

［所 在 地］�Room 404, 4/F, Far East Finance Centre,�
16 Harcourt Road, Hong Kong�
�［電話番号］�（国番号 852）2524－2169

［所　　長］�菅　　　大　輔�

福岡銀行上海駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Shanghai Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国上海市延安西路2201号�
上海国際貿易中心2010号室�

［電話番号］�（国番号 86）21－6219－4570
［所　　長］�斉　藤　浩　一�

福岡銀行大連駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Dalian Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国大連市人民路60号�
大連富麗華大酒店622号室�

［電話番号］�（国番号 86）411－8282－3643

［所　　長］�宮　城　正　志�

事務所は�
3ヶ所ですが�

守備範囲は�
広いんです！�

海外拠点にて海外直接投資や、貿易に関する情報収集等を行っています。海外進出等ご検討のお客様、海外のことならお任せください！

◎海外拠点へのご用命・ご訪問は、取引店へお申し出ください。

〈海外駐在員事務所の位置と担当範囲〉

海外拠点紹介

ＦＦＧ調査月報３５号 ２０１１年３月２５日／�ＦＦＧビジネスコンサルティング
福岡市中央区大手門１丁目８番３号 TEL ０９２（７２３）２５７６ http://www.fukuoka-fg.com/

印刷／�昭 和 堂
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